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第１章 計画の策定にあたって 
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１ 計画策定の背景 

我が国の急速な少子・高齢化の進展は、人口構造にひずみを生じさせ、労働力人口

の減少や社会保障負担の増加、地域社会の活力低下など、社会経済への深刻な影響を

与えるものとして懸念されています。 

また、核家族化の進展、地域におけるコミュニティ

の希薄化、児童虐待の顕在化、経済的に困難な状況に

ある世帯における子どもたちへの貧困の連鎖、若年

層における自殺の深刻化など、子どもと家庭を取り

巻く環境は大きく変化しています。加えて、IoT、ロ

ボット、人工知能（AI）、ビッグデータといった社会

のあり方に影響を及ぼす新たな技術の進展が進んで

きており、学校や学びのあり方など新たな局面を迎

えています。 

こうしたことから、子どもを産み、育てる喜びが実

感できる社会の実現、次世代の子どもたちが未来を

生き抜く力を身に付けることができる社会の構築など、子育て・子育ちを社会全体で

支援していくことが喫緊の課題となっています。 

このような社会情勢の変化の中、これまで国では、平成24年８月に『子ども・子育

て支援法』をはじめとする子ども・子育て関連３法を成立させ、平成27年４月から幼

児期の学校教育や保育、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上を進める『子ども・

子育て支援新制度』をスタートさせました。 

しかしながら、25歳から44歳の女性就業率の上昇や、それに伴う保育の申込者数

の増加などにより、平成31年４月時点の全国の待機児童数は１万6,772人と減少傾

向となっているものの、保育を必要とするすべての子ども・家庭が利用できていない

状況です。 

待機児童の解消は待ったなしの課題であり、国では平成29年6月に『子育て安心プ

ラン』を公表し、平成30年度から令和４年度末までに女性の就業率80％にも対応で

きる約32万人分の保育の受け皿を整備することとしています。 

また、就学児童においても、さらなる共働き家庭等の児童数の増加が見込まれてお

り、平成30年９月には、『新・放課後子ども総合プラン』を策定し、次代を担う人材

を育成するため、すべての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動

を行うことができるよう、放課後等にすべての児童を対象として学習や体験・交流活

動などを行う事業の計画的な整備等を進めていくこととされました。 
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２ 計画策定の趣旨 

八百津町においては、これまで平成27年３月に『八百津町子ども・子育て支援事業

計画』を策定し、子育て支援を総合的に進めてきました。 

社会情勢のめまぐるしい変化等から、共働き世帯の増加や生活様式の多様化もより

一層進み、子どもの育成や子育て支援に関するニーズが変化するなど、困難を抱える

子どもが増えています。このような中、平成29年に策定した第５次八百津町総合計画

では、将来都市像「ひとと自然が響き合い未来へ奏でる人道のまち やおつ」の実現

に向けて、「福祉と健康、安心・安全、歴史・文化、魅力・にぎわい」の４つの基本目

標のもと、まちづくりの目標の一つとして「少子化対策の充実」や「学校教育の充実」

を掲げ、「みんなが主役 やおつの子育て・子育ち」という理念に基づき、結婚から出

産・子育てまで切れ目ない支援の仕組みを構築し、夢・志をもち、確かな学力・豊か

な人間性、健康・体力など生きる力を身につけ、地域や社会に貢献できる人間として、

健やかに成長できる子どもを育成する環境整備を推進しています。 

また八百津町では、子育て支援センターの設置、放課後児童クラブの充実、乳幼児

の全戸訪問の実施、子どもの医療費助成の拡充など、子どもの育ちと子育て支援に取

り組んできました。 

この度、『八百津町子ども・子育て支援事業計画』が令和元年度で最終年度を迎える

ことから、引き続き計画的に施策を推進するため『第２期八百津町子ども・子育て支

援事業計画』を策定し、社会状況の変化に対応しつつ、各計画と連携しながら、子ど

も・子育て支援施策を総合的に推進していき、切れ目のない支援による子育て環境の

充実を目指していきます。 

 

  



 
4 

【 国 】 
 

 

第５次八百津町総合計画 

 

 

第４期八百津町地域福祉（活動）計画 

・やおつ高齢者いきいきプラン７ 

・八百津町障がい者福祉計画 

・やおつ・まるごと はつらつ計画 

・八百津町男女共同参画基本計画 

        等 

第２期八百津町子ども・子育て支援
事業計画 

 整合・連携 

子ども・子育て 

支援法 

 

次世代育成支援 

対策推進法 

整合 

３ 計画の位置付け 

本計画は、子ども・子育て支援法第61条に基づく子ども・子育て支援事業計画とし

て、すべての子どもの健やかな育ちと子育て中の保護者を支援するとともに、町民が

子育てについて理解と認識を深め、家庭、教育・保育施設、学校、事業者や行政機関

などが相互に協力し、地域社会が一体となって子ども・子育て支援を推進するもので

す。 

また、本計画は、次世代育成支援対策推進法による「市町村行動計画」として策定

するとともに、第５次八百津町総合計画の子ども・子育てに関連する分野の部門別計

画として位置付けます。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の期間 

「子ども・子育て支援法」では、市町村は令和２年度から５年間を１期とした事業

計画を定めるものとしています。本計画は、５年ごとに策定するものとされているこ

とから、令和２年度から令和６年度までを計画期間とします。 

 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

     

 

  

第２期八百津町子ども・子育て支援事業計画 
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５ 計画の策定体制 

（１）町民ニーズ調査の実施 ● ● ● ● ● ● ● 

本計画を策定するための基礎資料を得るため、「子ども・子育て支援事業に係る基礎

調査」を実施し、子育て支援に関するサービスの利用状況や今後の利用希望などの把

握を行いました。 

 

①  調査対象 

八百津町在住の就学前児童、小学生の保護者を無作為に抽出し、実施しました。 

 

②  調査期間 

平成 31年２月８日から平成 31年２月 22日 

 

③  回収状況 

調査対象 調査方法 配布数 有効回答数 有効回答率 

就学前児童の 

保護者 

郵送による 

配布・回収 
300通 143通 47.7％ 

小学生の 

保護者 

郵送による 

配布・回収 
341通 143通 41.9％ 

 

（２）八百津町子ども・子育て会議による審議 ● ● ● ● ● ● ● 

計画の策定にあたり、子育て当事者等の意見を反映するとともに、子どもたちを取

り巻く環境や子育て家庭の実情を踏まえた計画とするため、町民、事業主、学識経験

者及び子ども・子育て支援に関する事業に従事する者等で構成する「八百津町子ども・

子育て会議」を設置し、計画の内容について協議しました。 

 

（３）パブリックコメントの実施 ● ● ● ● ● ● ● 

令和２（2020）年１月～２月に、パブリックコメントを実施し、計画素案に対す

る幅広い意見を聴取しました。 
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第２章 八百津町の現状及び課題 
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１ 統計データからみえる八百津町の状況 

（１）人口の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 年齢３区分別人口の推移 

本町の人口推移をみると、総人口は年々減少し、平成31年で10,974人となってい

ます。また、年齢３区分別人口構成の推移をみると、年少人口（0～14歳）、生産年齢

人口は減少しており、老年人口（65歳以上）についても平成29年をピークに減少傾

向となっていますが、高齢者の割合は増加しており、少子高齢化が進んでいます。 

 

年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：住民基本台帳（各年３月末現在） 

 

② 年齢別就学前児童数の推移 

本町の０歳から５歳の子ども人口は減少傾向となっており、平成31年３月末現在で

383人となっています。特に他の年齢に比べ、０歳の減少率が高くなっています。 

 

子ども人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：住民基本台帳（各年３月末現在）  

資料：住民基本台帳（各年３月末現在）

1,200 1,189 1,167 1,117 1,088

6,393 6,173 5,999 5,837 5,713

4,149 4,172 4,185 4,179 4,173

11,742 11,534 11,351 11,133 10,974

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上）

資料：住民基本台帳（各年３月末現在）

66 59 69 48 56

56 71 59 72 50

80 60 74 60 76

66 81 60 75 63

71 69 79 59 72

72 73 72
80 66

411 413 413 
394 383 
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③ 年齢別就学児童数の推移 

本町の６歳から11歳の子ども人口は減少傾向となっており、平成31年３月末現在

で453人となっています。特に他の年齢に比べ、10歳の減少率が高くなっています。 

 

子ども人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年３月末現在） 

 

（２）世帯の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 一般世帯・核家族世帯の状況 

本町の核家族世帯数は平成17年から平成22年にかけて増加し、その後減少してお

り、平成27年で2,276世帯となっています。また、一般世帯に占める核家族世帯の割

合は一般世帯数の減少に伴い増加傾向にあります。 

 

世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  

資料：住民基本台帳（各年３月末現在）

67 75 72 71 79

73 69 77 71 71

92 73 69 78 73

60 93 73 69 77

101 63 92 74 69

106
102 63 91 84

499 
475 

446 454 453 

0

100

200

300
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600

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

６歳 ７歳 ８歳 ９歳 10歳 11歳

4,036 3,989 3,884

2,254 2,293 2,276

55.8 57.5 58.6
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10.0
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40.0

50.0

60.0

70.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成17年 平成22年 平成27年

（％）(世帯)

一般世帯数 核家族世帯数 一般世帯に占める核家族世帯の割合
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② 18歳未満の子どもがいる世帯の状況 

本町の18歳未満の子どもがいる一般世帯数は年々減少しており、平成27年で809

世帯となっています。また、18歳未満の子どもがいる核家族世帯は平成17年から平

成22年にかけて増加し、その後減少していますが、核家族世帯の割合は年々増加して

います。 

 

18歳未満の子どもがいる世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

③ ６歳未満の子どもがいる世帯の状況 

本町の6歳未満の子どもがいる一般世帯数は年々減少しており、平成27年で279世

帯となっています。また、6歳未満の子どもがいる核家族世帯も年々減少しています

が、核家族世帯の割合は年々増加しています。 

 

６歳未満の子どもがいる世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  
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④ ひとり親世帯の推移 

本町の18歳未満の子どもがいる母子世帯は年々減少しており、平成27年で32世帯

となっています。また、18歳未満の子どもがいる父子世帯は平成17年から平成22年

にかけて増加し、その後減少しています。 

 

ひとり親世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

（３）出生の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 出生数の推移 

本町の出生数は減少傾向となっており、平成29年で54人と過去５年間で約1.6割

減少しています。 

 

出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：衛生統計年報  
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平成29年 平成20年

平成27年 平成22年

 

 

② 母親の年齢（５歳階級）別出生率の推移 

本町の母の年齢（５歳階級）別出生率の推移をみると、平成20年に比べ平成29年

で、25～29歳の割合が減少しているのに対し、35～44歳の割合が増加しているこ

とから晩産化が進行していることがうかがえます。 

 

母の年齢（5歳階級）別出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：衛生統計年報 

 

（４）未婚・結婚の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 年齢別未婚率の推移 

本町の年齢別未婚率の推移をみると、平成22年に比べ平成27年で35歳以上の未婚

率が上昇していることから、晩婚化が進行していることがうかがえます。 

 

年齢別未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  
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57.9

29.4
16.4 9.1

5.5

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

（％）
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平成27年 平成22年

八百津町 岐阜県 全 国

 

（５）就業の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 女性の年齢別就業率の推移 

本町の女性の年齢別就業率は、出産・育児期に落ち込み、再び増加するM字カーブ

を描いています。 

 

女性の年齢別就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

② 女性の年齢別就業率（国・県比較） 

本町の平成27年の女性の年齢別就業率を全国、県と比較すると、ほとんどの年代で

全国、岐阜県より高くなっています。 

 

女性の年齢別就業率（国・県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 27年） 

  

13.4 

79.1 

72.2 

66.5 
73.5 

81.4 83.9 

81.7 

78.8 

61.0 

39.9 

24.4 

9.8 5.9 2.7 
10.9

67.5

73.2

65.7
72.2

80.8 82.6

83.7

70.0

54.4

33.6

15.5
8.1

2.7
1.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

（％）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

（％）
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既婚 未婚

 

 

③ 女性の年齢別就業率（既婚・未婚比較） 

本町の平成27年の女性の未婚・既婚別就業率をみると、特に20歳代から30歳代に

おいて既婚者に比べ未婚者の就業率が高くなっています。 

 

女性の年齢別就業率（既婚・未婚比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 27年） 

  

0.0 

33.3 

46.3 

57.4 

70.6 

82.1 83.7 81.7 79.8 

61.8 

39.3 

24.0 

12.2 5.6 5.3 

13 .4

81 .8
85 .4 84 .1

78 .6

69 .4

82 .8
76 .2

60 .0

22 .2
16 .7 0 .0 0 .0

12 .5

0 .0

0.0

30.0

60.0

90.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

（％）
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２ アンケート調査結果からみえる八百津町の現状 

（１）子どもと家族の状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 日常的・緊急時にみてもらえる親族・知人の有無 

「緊急時もしくは用事の際には祖父

母等の親族にみてもらえる」の割合が

64.3％と最も高く、次いで「日常的に

祖父母等の親族にみてもらえる」の割

合が 42.0％、「緊急時もしくは用事の

際には子どもをみてもらえる友人・知

人がいる」の割合が 11.9％となって

います。 

平成 25年度調査と比較すると、「緊

急時もしくは用事の際には祖父母等の

親族にみてもらえる」の割合が増加し

ています。一方、「日常的に祖父母等の

親族にみてもらえる」の割合が減少し

ています。 

 

  

％

日常的に祖父母等の親族にみ

てもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖
父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子
どもをみてもらえる友人・知人

がいる

いずれもいない

無回答

42.0

64.3

2.8

11.9

2.8

0.0

52.7

55.1

1.8

15.0

1.8

0.0

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 143)

平成25年度調査

(回答者数 = 167)
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② 母親の就労状況 

「パート・アルバイト等（「フルタ

イム」以外の就労）で就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない」

の割合が 44.1％と最も高く、次い

で「以前は就労していたが、現在は

就労していない」の割合が 23.8％、

「フルタイム（１週５日程度・１日

８時間程度の就労）で就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない」

の割合が 15.4％となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、

「フルタイム（１週５日程度・１日

８時間程度の就労）で就労している

が、産休・育休・介護休業中である」

「パート・アルバイト等（「フルタ

イム」以外の就労）で就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない」

の割合が増加しています。一方、「以

前は就労していたが、現在は就労し

ていない」の割合が減少しています。 

  

％

フルタイム（１週５日程度・１日８
時間程度の就労）で就労してお
り、産休・育休・介護休業中では
ない

フルタイム（１週５日程度・１日８
時間程度の就労）で就労してい
るが、産休・育休・介護休業中
である

パート・アルバイト等（「フルタイ
ム」以外の就労）で就労してお
り、産休・育休・介護休業中では
ない

パート・アルバイト等（「フルタイ
ム」以外の就労）で就労している
が、産休・育休・介護休業中で
ある

以前は就労していたが、現在は
就労していない

これまで就労したことがない

無回答

15.4

11.2

44.1

3.5

23.8

0.0

2.1

13.4

6.1

35.4

1.2

40.9

3.0

0.0

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 143)

平成25年度調査

(回答者数 = 164)



 
16 

 

 

③ 母親の就労意向（就労者の就労意向） 

「パート・アルバイト等（「フルタ

イム」以外）の就労を続けることを

希望」の割合が52.9％と最も高く、

次いで「フルタイム（１週５日程度・

１日８時間程度の就労）への転換希

望はあるが、実現できる見込みはな

い」の割合が 22.1％となっていま

す。 

平成 25 年度調査と比較すると、

「フルタイム（１週５日程度・１日

８時間程度の就労）への転換希望は

あるが、実現できる見込みはない」

の割合が増加しています。 

 

 

④ 母親の就労意向（未就労者の就労意向） 

「1年より先、一番下の子どもが

（  ）歳になったころに就労した

い」の割合が 47.1％と最も高く、

次いで「すぐにでも、もしくは１年

以内に就労したい」の割合が

32.4％、「子育てや家事などに専念

したい（就労の予定はない）」の割

合が 11.8％となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、

「すぐにでも、もしくは１年以内に

就労したい」の割合が増加していま

す。一方、「1 年より先、一番下の

子どもが（  ）歳※になったころ

に就労したい」の割合が減少してい

ます。 

※アンケート調査は、（  ）歳として聞いており、２～３歳の方が最も多くなっていました。 

  

％

フルタイム（１週５日程度・１日８
時間程度の就労）への転換希
望があり、実現できる見込みが
ある

フルタイム（１週５日程度・１日８
時間程度の就労）への転換希
望はあるが、実現できる見込み

はない

パート・アルバイト等（「フルタイ
ム」以外）の就労を続けることを
希望

パート・アルバイト等（「フルタイ
ム」以外）をやめて子育てや家

事に専念したい

無回答

4.4

22.1

52.9

2.9

17.6

5.0

5.0

53.3

3.3

33.3

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 68)

平成25年度調査

(回答者数 = 60)

％

子育てや家事などに専念したい
（就労の予定はない）

1 年より先、一番下の子どもが（
）歳になったころに就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に
就労したい

無回答

11.8

47.1

32.4

8.8

0.0

13.9

61.1

19.4

5.6

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 34)

平成25年度調査

(回答者数 = 72)
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（２）平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 平日の定期的な教育・保育事業の利用の有無 

「利用している」の割合が58.7％、

「利用していない」の割合が 40.6％

となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、大

きな変化はみられません。 

 

② 平日の定期的に利用している教育・保育事業 

「認可保育所（国が定める最低基準

に適合した施設で都道府県等の認可を

受けた定員 20人以上のもの）」の割合

が 76.2％と最も高くなっています。 

平成 25年度調査と比較すると、「認

可保育所（国が定める最低基準に適合

した施設で都道府県等の認可を受けた

定員 20人以上のもの）」の割合が減少

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

利用している

利用していない

無回答

58.7

40.6

0.7

0.0

61.1

38.3

0.6

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 143)

平成25年度調査

(回答者数 = 167)

％

幼稚園（通常の就園時間の利

用）

幼稚園の預かり保育（通常の就

園時間を延長して預かる事業の

うち定期的な利用のみ）

認可保育所（国が定める最低基

準に適合した施設で都道府県

等の認可を受けた定員20人以

上のもの）

認定こども園（幼稚園と保育施

設の機能を併せ持つ施設）

小規模な保育施設（国が定める

最低基準に適合した施設で市

町村の認可を受けた定員が概

ね６～19人のもの）

家庭的保育（保育者の家庭等

で５人以下の子どもを保育する

事業）

事業所内保育施設（企業が主

に従業員用に運営する施設）

自治体の認証・認定保育施設

（認可保育所ではないが自治体

が認証・認定した施設）

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育（ベビーシッ

ターのような保育者が子どもの

家庭で保育する事業）

ファミリー・サポート・センター

（地域住民が子どもを預かる事

業）

その他

無回答

6.0

4.8

76.2

0.0

2.4

0.0

3.6

1.2

2.4

0.0

0.0

2.4

3.6

6.9

1.0

88.2

-

-

-

2.9

0.0

1.0

-

0.0

2.9

0.0

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 84)

平成25年度調査

(回答者数 = 102)
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③ 平日、定期的に利用したい教育・保育事業 

「認可保育所（国が定める最低基準

に適合した施設で都道府県等の認可を

受けた定員 20人以上のもの）」の割合

が 74.1％と最も高く、次いで「幼稚園

（通常の就園時間の利用）」の割合が

27.3％、「認定こども園（幼稚園と保

育施設の機能を併せ持つ施設）」の割合

が 21.0％となっています。 

平成 25年度調査と比較すると、「幼

稚園（通常の就園時間の利用）」「幼稚

園の預かり保育（通常の就園時間を延

長して預かる事業のうち定期的な利用

のみ）」「認定こども園（幼稚園と保育

施設の機能を併せ持つ施設）」「小規模

な保育施設（国が定める最低基準に適

合した施設で市町村の認可を受けた定

員が概ね６～19人のもの）」の割合が

増加しています。一方、「認可保育所（国

が定める最低基準に適合した施設で都

道府県等の認可を受けた定員 20 人以

上のもの）」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

幼稚園（通常の就園時間の利

用）

幼稚園の預かり保育（通常の就

園時間を延長して預かる事業の

うち定期的な利用のみ）

認可保育所（国が定める最低基

準に適合した施設で都道府県

等の認可を受けた定員20人以

上のもの）

認定こども園（幼稚園と保育施

設の機能を併せ持つ施設）

小規模な保育施設（国が定める

最低基準に適合した施設で市

町村の認可を受けた定員が概

ね６～19人のもの）

家庭的保育（保育者の家庭等

で５人以下の子どもを保育する

事業）

事業所内保育施設（企業が主

に従業員用に運営する施設）

自治体の認証・認定保育施設

（認可保育所ではないが自治体

が認証・認定した施設）

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育（ベビーシッ

ターのような保育者が子どもの

家庭で保育する事業）

ファミリー・サポート・センター

（地域住民が子どもを預かる事

業）

その他

無回答

27.3

15.4

74.1

21.0

9.1

2.8

3.5

5.6

2.1

2.8

4.2

2.8

4.2

15.0

6.0

83.8

10.8

2.4

3.0

3.6

-

0.6

1.8

5.4

1.2

2.4

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 143)

平成25年度調査

(回答者数 = 167)
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（３）地域の子育て支援事業の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 地域子育て支援拠点事業の利用状況 

「利用していない」の割合が66.4％

と最も高く、次いで「地域子育て支援

拠点事業（夢広場 ゆうゆう）」の割合

が 28.0％、「町外の施設」の割合が

10.5％となっています。 

 

② 地域子育て支援拠点事業の利用希望 

「新たに利用したり、利用日数を増

やしたいとは思わない」の割合が

49.7％と最も高く、次いで「利用して

いないが、今後利用したい」の割合が

20.3％、「すでに利用しているが、今

後利用日数を増やしたい」の割合が

14.0％となっています。 

 

 

（４）病気等の際の対応について ● ● ● ● ● ● ● 

① 子どもが病気やケガで通常の事業の利用ができなかった経験の有無 

「あった」の割合が 82.1％、「なか

った」の割合が 14.3％となっていま

す。 

 

  

回答者数 = 143 ％

地域子育て支援拠点事業（夢
広場　ゆうゆう）

町外の施設

利用していない

無回答

28.0

10.5

66.4

2.8

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 143 ％

利用していないが、今後利用し
たい

すでに利用しているが、今後利
用日数を増やしたい

新たに利用したり、利用日数を
増やしたいとは思わない

無回答

20.3

14.0

49.7

16.1

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 84 ％

あった

なかった

無回答

82.1

14.3

3.6

0 20 40 60 80 100
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② 子どもが病気やケガで通常の事業の利用ができなかった場合の対応 

「母親が休んだ」の割合が89.9％と

最も高く、次いで「（同居者を含む）親

族・知人に子どもをみてもらった」の

割合が 49.3％、「父親が休んだ」の割

合が 24.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）一時預かり等の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 不定期の教育・保育の利用状況 

「利用していない」の割合が87.4％

と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 69 ％

父親が休んだ

母親が休んだ

（同居者を含む）親族・知人に子
どもをみてもらった

父親又は母親のうち就労してい
ない方が子どもをみた

病児・病後児の保育を利用した

ベビーシッターを利用した

ファミリー・サポート・センターを
利用した

仕方なく子どもだけで留守番を
させた

その他

無回答

24.6

89.9

49.3

4.3

1.4

0.0

0.0

0.0

1.4

0.0

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 143 ％

一時預かり（私用など理由を問
わずに保育所などで一時的に
子どもを保育する事業）

幼稚園の預かり保育（通常の就
園時間を延長して預かる事業の
うち不定期に利用する場合の
み）

ファミリー・サポート・センター
（地域住民が子どもを預かる事
業）

夜間養護等事業：トワイライトス
テイ（児童養護施設等で休日・
夜間、子どもを保護する事業）

ベビーシッター

その他

利用していない

無回答

4.2

2.1

0.0

0.0

0.0

0.7

87.4

5.6

0 20 40 60 80 100
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② 宿泊を伴う一時預かり等の有無と対応 

「あった」の割合が 14.7％、「なか

った」の割合が 81.1％となっていま

す。 

 

 

 

（６）小学校就学後の過ごさせ方について ● ● ● ● ● ● ● 

① 就学前児童保護者の小学校就学後（低学年）の放課後に過ごさせたい場所 

「自宅」の割合が67.8％と最も高く、

次いで「習い事（ピアノ教室、サッカ

ークラブ、学習塾など）」の割合が

48.3％、「放課後児童クラブ〔学童保

育〕」の割合が39.2％となっています。 

平成 25年度調査と比較すると、「習

い事（ピアノ教室、サッカークラブ、

学習塾など）」「放課後児童クラブ〔学

童保育〕」の割合が増加しています。 

 

 

② 就学前児童保護者の小学校就学後（高学年）の放課後に過ごさせたい場所 

「自宅」の割合が72.7％と最も高く、

次いで「習い事（ピアノ教室、サッカ

ークラブ、学習塾など）」の割合が

60.8％、「放課後児童クラブ〔学童保

育〕」の割合が32.2％となっています。 

平成 25年度調査と比較すると、「習

い事（ピアノ教室、サッカークラブ、

学習塾など）」「放課後児童クラブ〔学

童保育〕」の割合が増加しています。 

 

  

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク

ラブ、学習塾など）

児童館

放課後子ども教室

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

72.7

28.7

60.8

3.5

13.3

32.2

0.0

11.2

3.5

0.0

70.1

26.9

54.5

2.4

15.0

18.0

0.6

7.2

7.2

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 143)

平成25年度調査

(回答者数 = 167)

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク

ラブ、学習塾など）

児童館

放課後子ども教室

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

67.8

21.0

48.3

4.2

14.0

39.2

0.0

8.4

4.9

0.0

65.9

24.0

40.1

3.6

16.2

26.3

0.0

6.6

8.4

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 143)

平成25年度調査

(回答者数 = 167)

回答者数 = 143 ％

あった

なかった

無回答

14.7

81.1

4.2

0 20 40 60 80 100
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③ 就学児童保護者の小学校就学後（低学年）の放課後に過ごさせたい場所 

「自宅」の割合が76.2％と最も高く、

次いで「習い事（ピアノ教室、サッカ

ークラブ、学習塾など）」の割合が

45.5％、「放課後児童クラブ〔学童保

育〕」の割合が22.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 就学児童保護者の小学校就学後（高学年）の放課後に過ごさせたい場所 

「自宅」の割合が82.5％と最も高く、

次いで「習い事（ピアノ教室、サッカ

ークラブ、学習塾など）」の割合が

57.3％、「祖父母宅や友人・知人宅」の

割合が 21.7％となっています。 

 

 

 

 

  

回答者数 = 143 ％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク

ラブ、学習塾など）

図書館、公民館などの公共施

設

放課後子ども教室

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

76.2

21.7

45.5

7.0

11.9

22.4

0.0

6.3

2.1

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 143 ％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク

ラブ、学習塾など）

図書館、公民館などの公共施

設

放課後子ども教室

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

82.5

21.7

57.3

6.3

15.4

15.4

0.0

9.1

1.4

0 20 40 60 80 100
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（７）育児休業制度の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 母親の育児休業の取得状況 

「働いていなかった」の割合が

50.3％と最も高く、次いで「育休を取

得した」の割合が 21.7％、「取得して

いない」の割合が 15.4％となってい

ます。 

平成 25年度調査と比較すると、「働

いていなかった」の割合が減少してい

ます。 

 

 

② 母親の育児休業を取得していない理由 

「子育てや家事に専念するため退職

した」の割合が 50.0％と最も高く、次

いで「仕事が忙しかった」の割合が

27.3％、「職場に育児休業の制度がな

かった（就業規則に定めがなかった）」

の割合が 18.2％となっています。 

平成 25年度調査と比較すると、「職

場に育児休業を取りにくい雰囲気があ

った」「仕事が忙しかった」「（産休後に）

仕事に早く復帰したかった」「仕事に戻

るのが難しそうだった」「保育所（園）

などに預けることができた」の割合が

増加しています。 

 

 

 

 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 143)

平成25年度調査

(回答者数 = 167)

％

働いていなかった

育休を取得した

育休を取得中である

取得していない

無回答

50.3

21.7

11.9

15.4

0.7

0.0

64.7

19.2

-

15.6

0.6

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 22)

平成25年度調査

(回答者数 = 26)

％

職場に育児休業を取りにくい雰

囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く復帰した
かった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだっ

た

収入減となり、経済的に苦しくな

る

保育所（園）などに預けることが
できた

配偶者が育児休業制度を利用
した

配偶者が無職、祖父母等の親

族にみてもらえるなど、制度を
利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため

退職した

職場に育児休業の制度がな
かった（就業規則に定めがな

かった）

有期雇用のため育児休業の取
得要件を満たさなかった

育児休業を取得できることを知
らなかった

産前産後の休暇（産前６週間、

産後８週間）を取得できることを
知らず、退職した

その他

無回答

13.6

27.3

9.1

13.6

0.0

0.0

9.1

0.0

4.5

50.0

18.2

13.6

0.0

0.0

18.2

0.0

7.7

3.8

0.0

7.7

0.0

0.0

3.8

0.0

7.7

53.8

23.1

11.5

0.0

0.0

7.7

3.8

0 20 40 60 80 100
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（８）相談の状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 就学前児童保護者の気軽に相談できる人の有無 

「いる／ある」の割合が95.8％、「い

ない／ない」の割合が 3.5％となって

います。 

平成 25 年度調査と比較すると、大

きな変化はみられません。 

 

 

② 就学児童の保護者の気軽に相談できる人の有無 

「いる／ある」の割合が94.4％、「い

ない／ない」の割合が 5.6％となって

います。 

平成 25 年度調査と比較すると、大

きな変化はみられません。 

 

 

③ 就学前児童の保護者の気軽に相談できる相談先 

「祖父母等の親族」の割合が79.6％

と最も高く、次いで「友人や知人」の

割合が 75.2％、「保育士（保育園）」の

割合が 32.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 143)

平成25年度調査

(回答者数 = 167)

％

いる／ある

いない／ない

無回答

95.8

3.5

0.7

0.0

97.0

3.0

0.0

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 143)

平成25年度調査

(回答者数 = 195)

％

いる／ある

いない／ない

無回答

94.4

5.6

0.0

0.0

96.9

2.6

0.5

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 137 ％

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

子育て支援施設（地域子育て支
援センター等）

保健所・保健センター

保育士（保育園）

幼稚園教諭（幼稚園）

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

役場子育て関連担当窓口

その他

無回答

79.6

75.2

8.0

30.7

12.4

32.8

1.5

0.7

10.9

3.6

1.5

0.0

0 20 40 60 80 100
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④ 就学児童の保護者の気軽に相談できる相談先 

「友人や知人」の割合が80.0％と最

も高く、次いで「祖父母等の親族」の

割合が72.6％、「小学校教諭（小学校）」

の割合が 29.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）子育て全般について ● ● ● ● ● ● ● 

① 就学前児童保護者の地域における子育ての環境や支援の満足度 

「3」の割合が 39.2％と最も高く、

次いで「4」の割合が 30.8％、「2」の

割合が 14.7％となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、大

きな変化はみられません。 

 

 

 

② 就学児童の保護者の地域における子育ての環境や支援の満足度 

「3」の割合が 37.8％と最も高く、

次いで「4」の割合が 21.7％、「2」の

割合が 21.0％となっています。 

平成25年度調査と比較すると、「3」

の割合が減少しています。 

  

満足度が 

低い 

満足度が 

高い 

満足度が 

低い 

満足度が 

高い 

％

1

2

3

4

5

無回答

4.2

14.7

39.2

30.8

6.3

4.9

0.0

7.8

18.0

37.7

26.9

9.0

0.6

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 143)

平成25年度調査

(回答者数 = 167)

平成30年度調査

(回答者数 = 143)

平成25年度調査

(回答者数 = 195)

％

1

2

3

4

5

無回答

9.8

21.0

37.8

21.7

5.6

4.2

0.0

5.6

21.0

47.2

22.6

1.5

2.1

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 135 ％

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

子育て支援施設（地域子育支
援センター等）

保健所・保健センター

保育士

小学校教諭（小学校）

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

役場子育て関連窓口

その他

無回答

72.6

80.0

7.4

11.1

5.2

8.9

29.6

1.5

5.9

2.2

2.2

1.5

0 20 40 60 80 100
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３ 八百津町の現状と課題 

八百津町子ども・子育て支援事業計画の基本目標ごとに本町の子どもや子育てを取

り巻く課題を整理しました。 

 

基本目標１ 子育てと仕事の両立支援の充実 ● ● ● ● ● ● ● 

国においては、「子育て安心プラン」において、2020年度末までに待機児童の解消

を目指すとともに教育・保育の質の向上についても強化することとしています。 

アンケート調査では、５年前と比べ、母親のフルタイム就労が増加しており働く母

親が増加しています。また、未就学児童をもつ母親の７割半ばはなんらかの就労をし

ており、パートタイム就労している母親の２割半ばはフルタイムへの転換見込みや就

労していない母親の就労意向があり、潜在的な保育ニーズがあります。 

今後も保護者の就労状況の変化を踏まえ、教育・保育ニーズの量の確保を行うとと

もに、保護者が安心して働き続けられるためには、教育・保育の量の確保だけでなく、

質の確保も重要です。 

 

就学児の居場所について、アンケート調査では、小学校就学後の放課後の過ごし方

について、低学年のうちは、放課後児童クラブ〔学童保育〕が高く、約４割となって

います。また、高学年においても、放課後児童クラブ〔学童保育〕が、約３割となっ

ています。 

放課後の居場所に対するニーズがさらに高まることが予測される中、多様な子ども

の居場所づくりが求められます。 

 

国では、持続可能で安心できる社会をつくるために、「就労」と「結婚・出産・子育

て」、あるいは「就労」と「介護」の「二者択一構造」の解消をすすめ、「仕事と生活

の調和（ワーク・ライフ・バランス）」を実現することを目指しています。平成 29年

10月には、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律」（以下「育児・介護休業法」）が改正され、職場における仕事と家庭の両立のため

の制度とその制度を利用しやすい環境づくりに取り組んでいます。しかし、男性の子

育てや家事に費やす時間が先進国中最低の水準である我が国において、その解消に向

けては、企業や社会全体の理解に向けて一層の推進が必要となっています。 

アンケート調査では、５年前に比べると、母親の育児休業を取得した割合は大きく

増加していますが、一方で父親の取得状況は大きな変化はなく、いまだ低い水準とな

っています。 
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働きながら安心して子どもを生み育てることができるように、仕事と子育ての両立

支援の環境を確立するため、「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」の考

え方をさらに浸透させていくことが重要です。 

 

 

基本目標２ 子育て家庭の支援の充実 ● ● ● ● ● ● ● 

アンケート調査では、子育てに関して、不安や負担を感じる就学前保護者が約７割

となっており、子どもの発育・発達に関する悩みがうかがえます。また、子育て（教

育を含む）に関する相談相手の有無について、「いない／ない」の割合が 3.5％と少な

いものの相談相手がいない保護者がいます。さらに、子育て（教育を含む）に関する

相談相手については、「家族」「友人や知人」「祖父母等」の割合が高くなっています。 

支援が必要な家庭に、相談体制の強化や利用者支援事業等の充実を図り、適切なサ

ービスや支援を結び付けるとともに、地域の支援者と連携しながら、生活に困難を抱

える家庭への支援を行うことが必要です。 

子どもが生活の大半を過ごす家庭の環境は、子どもの成長に大きく影響します。そ

のため、これから親になる世代や子育て中の親が、子どものしつけや生活習慣の見直

し、家庭内での教育力を高めるための家庭教育に関する学習を支援することが必要で

す。 

 

 

基本目標３ 健全な子育ちの支援の充実 ● ● ● ● ● ● ● 

アンケート調査では、子育てや子どもの育ちの支援として、地域住民、地域団体、

ボランティア等に特に期待することについて、「子どもが安全に暮らせるように見守る

こと」の割合が９割半ばと最も高くなっています。 

地域における子どもの安全・安心への関心が高くなっており、地域のつながりの強

化により、地域ぐるみで子どもの安全・安心を守ることが必要です。 

 

近年、少子化や核家族化地域のつながりの希薄化等を背景に、子育てのあらゆる場

面において、親は多くの不安とストレスを抱えているといわれています。身体的、精

神的、社会的、経済的等の要因により、わが子を虐待してしまう親の増加が全国的に

も大きな問題となっています。 
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発生予防から早期発見、早期対応、アフターケアに至るまで切れ目のない総合的な

支援ができるよう、関係機関との連携体制を強化していくことが必要です。 

また、国においては、ひとり親における家庭の経済的な状況が子どもの育ちに影響

を及ぼす「子どもの貧困」が問題となっています。また、保育所等における障がいの

ある子どもの受け入れは年々増加しており、発達に支援が必要な子どもも増加してお

り、切れ目のない支援が必要となっています。 

さまざまな支援を必要とする子どもが適切な支援を受けられるよう、子どもや子育

て家庭に対し、関係機関と連携し、きめ細かな支援を実施していくことが必要です。 

 

 

基本目標４ 健康な子育ちの支援の充実 ● ● ● ● ● ● ● 

乳幼児期は、基本的生活習慣を整え、人格形成の基礎が培われる大切な時期にあり、

保護者や家庭のかかわり方が重要となります。睡眠、食事、運動等生活リズムを整え、

子どもとの情緒的交流が望まれますが、一方で、育児不安を持つ母親が多くなってい

ます。 

アンケート調査では、子育てに関して、悩んだり、精神的に不安定になることがあ

る就学前保護者が約７割となっています。子育てに関する相談相手については、「祖父

母等の親族」や「友人や知人」といった身近な周りの相談相手が多く、「地域子育て支

援センター」などの各機関は約３割となっています。 

妊娠期から子育て期の切れ目のない相談や支援を行い、タイムリーに福祉サービス

や専門相談機関につなげ、親の育児不安・負担の軽減を図り、安心して産み育てるこ

とができる取り組みが必要です。今後は、子育て支援に関する情報発信体制を強化す

るとともに、妊娠から出産、乳幼児期と連続した公的支援に加え、子育て家庭間の交

流や、悩みを気軽に相談できる機会と場所の提供など、切れ目のない支援の充実を図

り、個々の状況に寄り添いながら支援していくことが重要です。 
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基本目標５ やおつの子育て・子育ちの支援体制の整備 ● ● ● ● ● ● ● 

子どもたちや子育て家庭が、ずっと八百津町で暮らしたい、八百津町で子育てする

ことが楽しいと感じられるように、地域全体で子育て家庭を支援していく地域づくり

が必要です。 

アンケート調査では、相談先として近所の人や地域の知人は高くなっています。保

育士等の通園している家庭では高くなっており、子どもの成長にとっても地域の人々

との重層的な関わりが重要です。 

八百津町の地域の子育て支援の資源を最大限活かし、近所等の地域のつながりの強

化や、地域の子育ての専門職同士の連携等を図ることで、子育て世帯が安心して子育

てができるまちづくりを推進することが必要です。 
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第３章 計画の基本理念、基本目標 
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１ 基本理念 

本計画では、「八百津町子ども・子育て支援事業計画」の理念や方向性などを引き継

ぐとともに、計画の基本的な視点をさらに明確に反映し、これからの八百津町を支え

る子どもたちの成長、子育て家庭に対して寄り添った支援を行政、地域が連携するこ

とで、やおつの子育て・子育ちの充実を図り、未来に夢と希望のもてるまちを目指し

て、次のように基本理念を定めます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みんなが主役 やおつの 子育て・子育ち 
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２ 基本的な視点 

子どもは、社会の希望、未来をつくる力です。そのためにも、子どもは、家族の愛

情の下に養育され、自らも家族の一員としてのさまざまな役割を果たしながら成長を

遂げていくことが必要です。子どもの視点に立ち、幼児期の人格形成を培う教育・保

育については良質かつ適切な内容及び水準のものとなるように配慮し、子どもの健や

かな成長と発達が保障され、「児童の権利に関する条約」に定められている「子どもの

最善の利益」が実現される社会を目指す取り組みを進めます。 

「すべての子どもと家庭」への支援を実現するため、社会のあらゆる分野における

すべての構成員が、子ども・子育て支援の重要性に対する関心や理解を深め、各々が

協働し、それぞれの役割を果たすことが必要です。 

地域の実情をふまえ、子どもの成長にとってより良い環境づくりのために身近な地

域で子どもや子育てを見守り、行政だけではなく地域全体で子育てを支援できるよう

な仕組みづくりに取り組みます。 

教育・保育施設を利用する子どもの家庭のみならず、在宅の子育て家庭を含むすべ

ての家庭及び子どもを対象として、地域のニーズに応じた多様かつ総合的な子育て支

援を量・質両面にわたり充実させることが必要であり、妊娠・出産期からの切れ目の

ない支援を行っていくことが必要です。 

そのためにも、保護者の気持ちを受け止め、寄り添いながら相談や適切な情報提供

を行うこと、発達段階に応じた子どもとの関わり方等に関する保護者の学びへの支援

を行うことが重要です。 
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３ 基本目標 

（１）子育てと仕事の両立支援の充実 ● ● ● ● ● ● ● 

安心して仕事と子育てを両立できる環境づくりの観点から、多様な保育サービスや

放課後子ども総合プランをふまえた放課後児童対策の充実を図っていくとともに、ワ

ーク・ライフ・バランスの理解や促進に努め、仕事と子育てを両立するための環境づ

くりや、男女共同参画による子育てを促進し、「子育てしやすい環境づくり」を推進し

ます。 

 

（２）子育て家庭の支援の充実 ● ● ● ● ● ● ● 

さまざまな子育て不安や負担感の軽減をはじめ、安心して外出できるまちづくりや

子どもの遊び場の整備、子どもが安心して外出し、のびのびと遊ぶことができるよう、

安全・安心な環境の整備など、安心して子どもを生み育てられる環境づくりに努めま

す。そのために、相談・情報提供の充実を図るとともに、経済的支援の充実や地域ぐ

るみの防犯体制の整備に努めます。 

また、子どもの自主性や社会性の育成や家庭の子育て・教育力の強化など、子ども

の健やかな成長と発達を総合的に支援していきます。 

 

（３）健全な子育ちの支援の充実 ● ● ● ● ● ● ● 

障がいのある児童等、配慮が必要な子どもや保護者を対象に、関係機関等が連携を

図りながら、子どもの特性に合わせた継続的な支援を充実します。「子どもの貧困」に

ついても、国が示す方向性等をふまえながら、相談対応の充実や負担軽減などの支援

施策の充実など、経済的困難を抱える家庭への対応を図ります。 

 

（４）個々の家庭の特性に応じた切れ目のないきめ細かな支援 ● ● ● ● ● ● ● 

安心して子育てをするためには、教育・保育施設を利用する子どもの家庭のみなら

ず、在宅の子育て家庭を含むすべての子ども及び子育て家庭を対象として、妊娠・出

産期からの切れ目のない支援を行っていくことが必要です。 

子育てに不安や悩みを抱えた保護者や子育て家庭が、孤立することがないよう、家

庭環境等の変化により多様化する相談に応え、妊娠期から子育て期にわたる切れ目の

ない支援が受けられることで、妊産婦とその家族の出産・子育ての不安が軽減され家

族が健やかに生活できるよう取り組みを進めます。  
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地域において子どもたちが健やかに成長していける質の高いサービスが提供され、

すべての家庭がそれぞれの子育てに合ったサービスを利用できるよう、利用者に寄り

添った子育て支援に取り組みます。 

 

（５）やおつの子育て・子育ちの支援体制の整備 ● ● ● ● ● ● ● 

身近な地域の大人たちが子どもを見守る取り組みを推進するため、子どもや保護者

が参加して交流できる場づくりなど、地域資源を活かした総合的な子育て支援体制づ

くりをさらに推進します。 
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４ 計画の施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

み
ん
な
が
主
役 

や
お
つ
の 
子
育
て
・
子
育
ち 

［基本理念］ ［ 施策の方向 ］ ［ 基本目標 ］ 

（１）幼児期の教育・保育の充実 

２ 子育て家庭の 
支援の充実 

３ 健全な子育ちの
支援の充実 

４ 個々の家庭の特
性に応じた切れ
目のないきめ細
かな支援 

５ やおつの子育
て・子育ちの支
援体制の整備 

（２）多様な託児サービスの推進 

（３）子育てしやすい環境づくりの推進 

（１）子育て相談・情報提供による家庭支援の推進 

（２）家庭教育力の向上 

（３）経済的支援の推進 

（１）学校教育の充実 

（２）地域の子育て力の向上 

（３）自立したおとな・次代の親の育成 

（４）子育て家庭の生活環境の整備 

（５）虐待の早期発見、早期対応 

（６）特別な配慮を要する子どもたちへの支援の充実 

（１）妊娠期から学齢期まで切れ目のない支援の推進 

（２）思春期保健対策と健康教育の推進 

（３）食育の推進 

（４）小児医療の充実 

（１）専門職等の専門性向上に向けた支援の推進 

（２）やおつの子育て・子育ちの支援体制の整備 

１ 子育てと仕事の
両立支援の充実 
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第４章 施策の展開 
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基本目標１ 子育てと仕事の両立支援の充実 

施策の方向（１）幼児期の教育・保育の充実 ● ● ● ● ● ● ● 

少子高齢化に伴う核家族化の進展、また共働き家庭の増加を背景に、多様化する保

育ニーズに対応するため、認定こども園の設置を検討

するとともに、教育・保育に携わる人材の確保等、教育・

保育サービスを充実するなど、多様な教育・保育サービ

スを確保していきます。 

また、教育・保育の量の確保に加え、就学前の教育・

保育の質の向上にも取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

平日昼間の教育・保育
の推進 

●認定こども園は、幼稚園と保育園の機能を併せ持つ
施設であり、保護者の就労状況や家庭の状況など
個々のニーズに柔軟に対応することができます。本
町においては保育園の待機児童はありませんが、多
様な教育ニーズに対応するとともに、保護者の就労
状況の変化等に柔軟に対応できるよう、保育園から
認定こども園への移行の検討を進めます。 

●園ごとに定員数の見直しなど必要な対応や整備を
進めます。 

保育園 

低年齢児保育の推進 

●町内４園で、生後６か月からの低年齢児保育を実施
します。 

●保護者の多様な就業が進むにつれて、３歳未満児の
保育ニーズが高まることが予想されるため、保育士
の確保を図りながら、可能な限り受け入れられるよ
う調整を図ります。 

保育園 

延長保育の推進 

●八百津保育園では午前７時～午後７時、錦津・久田
見保育園では午前７時３０分～午後６時、和知保育
園では午前７時３０分～午後６時３０分までと、
各々の時間枠を定めた延長保育を実施します。 

●保護者の多様な就業が進むにつれて、延長保育のニ
ーズが高まることが予想されるため、保育士の確保
を図りながら、可能な限り対応できる保育体制の確
保に努めます。 

保育園 
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事業名 事業概要 主担当課 

休日保育の実施に向け
た検討 

●保護者の多様な就業が進むにつれて、土・日曜日、
祝日に就労している保護者が増えてきていること
から休日保育の需要に対応するため、指定する１箇
所の保育園での実施を検討します。 

保育園 

地域との交流の実施 

●地域の老人施設の訪問、運動会や夏祭りなどの地域
の行事への参加など、それぞれの園で地域の特性に
合わせた活動を行うほか、各保育園において地域と
の交流会を実施します。 

保育園 

異年齢児との交流の実
施 

●中・高校生の体験学習の機会として、生徒を受け入
れ、中・高校生との交流を深めます。 

保育園 

保育園における地域の
子育て支援の実施 

●園庭開放や育児相談などの事業を行い、保育園のも
つ専門性を地域に還元することにより、地域に根付
き、地域から信頼される保育園を目指します。 

保育園 

保育園の整備の実施 
●保育園の老朽化に伴う改築、統廃合については、検
討委員会等において、今後議論を重ねていくことと
します。 

健康福祉課 

保育園 

教育・保育の質の確保 
●健康福祉課と教育委員会、町民課など横断的な協力
体制を構築し、教育・保育の質を確保します。 

健康福祉課 

教育委員会 

町民課 
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施策の方向（２）多様な託児サービスの推進 ● ● ● ● ● ● ● 

近年、女性の就労率の上昇や育児休業制度の普及などにより、子育て家庭において

も共働きが増えています。 

また、変則的な勤務に応じた保育や、急な用事や育児疲れ解消などを目的とした保

育など、ニーズも多様化しており、それらに柔軟に対応した保育サービスの提供が求

められています。それらのニーズへの対応や育児疲れの解消を図るため、多様な託児

サービスの充実を図ります。 

昼間、保護者が家にいない家庭の小学生については、すべての学年の児童を受け入

れる放課後児童クラブ（学童保育）を実施します。 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

一時預かりの推進 

●保護者の疾病、急用など緊急時の保育ニーズへの対
応や育児疲れの解消を図るため、錦津保育園と和知
保育園の２園で一時預かりを実施します。 

●認定こども園への移行の検討に伴い、幼稚園を希望
する人の預かり保育のニーズにも対応できるよう
併せて検討を行います。 

健康福祉課 

保育園 

病児・病後児保育の 
実施 

●町内で病児・病後児保育を実施する事業所への補助
を行います。 

●近隣市町村の事業所と委託契約を結び、相互に病
児・病後児保育を利用できるようにします。必要に
応じて契約施設数を増やしていきます。 

健康福祉課 

放課後児童クラブの 
充実 

●昼間、保護者が家にいない家庭の小学生について、
放課後や長期休暇時などに家庭に替わる適切な遊
びや生活の場を提供する放課後児童クラブ（学童保
育）を、八百津、錦津、和知地区の内３箇所で実施
します。 

●久田見地区については春季、夏季休暇期間とし、放
課後についてはニーズに応じて対応します。 

●小学１年生から６年生まで、すべての学年の児童を
受け入れます。 

健康福祉課 

子育て短期支援事業
（ショートステイ）の
実施 

●保護者の疾病や急用などにより、宿泊を伴う子ども
の預かりが必要となったときに、児童養護施設等で
子どもを泊りがけで預かるショートステイ事業に
ついては、近隣の児童養護施設等において実施しま
す。 

健康福祉課 

ファミリー・サポート・
センター事業の実施に
向けた検討 

●「育児の手助けができる人」と「育児の手助けが必
要な人」を結びつけるファミリー・サポート・セン
ター事業はみのかも定住自立圏のファミリー・サポ
ート・センター広域実施事業を利用し、連携市町村
と相互利用できるようにします。 

健康福祉課 
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施策の方向（３）子育てしやすい環境づくりの推進 ● ● ● ● ● ● ● 

子どもを出産後も働き続けたいと考えている女性が、仕事と子育てを両立して働き

続けられるよう、保護者や事業主を含めた町民の意識の向上を図ります。 

また、男女がともに子育てに取り組めるよう性別による役割分担の撤廃を目指し、

子育てへの父親参加を促進するため、男性が家事・育児をするための意識づくりや、

男性が家事・育児に参画するための学習の場やきっかけづくりに取り組みます。 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

事業主に対する意識啓
発 

●労働力確保・働き方改革も含め妊産婦や保護者が就
労しやすい職場環境を目指し、事業主に対する意識
啓発を推進します。 

地域振興課 

商工会 

育児休業制度の利用促
進 

●子育て世帯の生活環境に配慮し、産前産後休業・育
児休業等をとりやすい職場環境づくりや、育児休業
制度の普及、啓発に努めます。 

地域振興課 

商工会 

多様な就労環境の整備
の推進 

●子育て世帯の生活環境に配慮し、就業規則の見直し
など、在宅勤務やフレックスタイム、時間短縮など
多様な働き方ができる職場環境づくり、近隣事業所
と連携した社内育児環境の整備など多様な働き方
ができる職場環境づくりを促進します。 

地域振興課 

商工会 

ワーク・ライフ・バラ
ンスの啓発活動の推進 

●広報やおつや町ホームページなどを活用して、「仕
事と生活の調和がとれた生活の必要性やその魅力、
仕事と生活の調和を図るための工夫など」について
情報発信を行い、保護者や事業主を含めた町民の意
識の向上を図ります。 

●「商工会だより」等を通じて仕事と子育てが両立で
きる職場環境づくりを推進できるよう公的支援制
度の普及を行います。 

地域振興課 

商工会 

男女共同参画の推進 

●性別による固定的な役割分担意識の解消や男女が
お互いに尊重し合い、協力して子育てに参画するた
めの啓発や情報提供を行います。 

●岐阜県男女共同参画推進サポーター等と協働して、
町民に親しみやすく、理解されやすい内容での意識
啓発に努めます。 

総務課 

男性の子育てへの参画
促進 

●男性の育児休業の取得促進、積極的に育児を担う男
性を職場や地域全体の意識改革並びに男性の子育
て支援への関わりの支援及び促進します。 

●「パパママ教室」の開催、父子手帳の交付等子ども
が生まれる前に父親としての自覚を促し、協力して
出産や子育てを行う意識を持つことができるよう
にするとともに、生まれてくる子と父親との愛着形
成を支援します。 

健康福祉課 
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基本目標２ 子育て家庭の支援の充実 

施策の方向（１）子育て相談・情報提供による家庭支援の推進 ● ● ● ● ●  

地域の子育て支援の中核である「八百津町子育て支援センター」の機能の充実を図

り、子育てについて、身近なところで相談しやすい環境を整備するとともに、専門的

または深刻な相談にも対応できるよう相談窓口の体制を充実します。 

また、子育てに関する情報をきめ細かく提供するために、さまざまな効果的な媒体

を活用します。保護者が情報から必要なサービスにたどり着けるよう、必要な情報は

繰り返し発信し、情報そのものだけではなく、利用方法や活用方法も周知します。 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

子育て支援センターの
機能の充実 

●地域の子育て支援の中核である「八百津町子育て支
援センター」の機能の充実を図り、育児不安解消の
ための相談・指導をはじめ、子育て中の保護者への
支援活動などに関する情報提供を行います。 

●未就園児の親子を対象とした専門の相談室におい
て、十分なプライバシーを保ちながら子育て相談に
対応します。 

●保護者が安心して子どもを遊ばせることができる
よう、安全面に配慮した施設の整備を行うとともに
遊具や玩具の充実に努めます。 

子育て支援
センター 

利用者支援事業の実施 

●子育て支援センターにおいて、保育園や地域の子育
て支援の利用について情報集約と提供を行うとと
もに、子どもや保護者からの利用にあたっての相談
に応じ、必要な情報提供・助言をし、関係機関との
連絡調整を行います。 

子育て支援
センター 

専門機関との連携 
●保護者の不安や悩みについて、より専門的な対応が
必要な場合には、専門機関等へつなぐなど、関連機
関と連携して対応します。 

健康福祉課 

学校 

教育委員会 

広報等による情報提供 

●広報やおつやお知らせ版、子育て支援センター通
信、健康生活カレンダーなどについては、わかりや
すい情報の提供と内容の充実に努め、子育て中の保
護者が情報を入手し、サービス等にたどり着くこと
ができるようにします。 

●町ホームページにおける子育て支援、健全育成関連
情報の充実を図ります。 

健康福祉課 

子育て支援
センター 

「サービスガイド」の
作成 

●保健・福祉・教育等の子育て支援、健全育成サービ
スが対象となる年代別に一覧としてまとめられて
いる「八百津町子育て支援ご案内」を子育て支援セ
ンター利用者、マタニティ―スクールで配布しま
す。 

健康福祉課 

子育て支援
センター 
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事業名 事業概要 主担当課 

専門職等による口伝え
での情報提供 

●保健センターや子育て支援センター、保育園や小・
中学校では、日常的に保護者と専門職が関わる機会
や場面があるといえます。このような場面を通じ
て、専門職から必要な情報を繰り返し伝えるよう努
めます。 

健康福祉課 

子育て支援
センター 

保育園 

携帯電話（メール）に
よる情報提供 

●各保育園から保護者への緊急連絡等をすぐメール
にて情報提供などを行います。手軽で、身近に情報
を得ることのできるすぐメールについて、利用方法
や活用方法などの周知に努めます。 

保育園 
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施策の方向（２）家庭教育力の向上 ● ● ● ● ● ● ● 

これから子育てを行っていく親が、自覚と心構えを持って、喜びを感じながら子育

てに臨めるよう、親子同士の交流や子育て中の親子同士の交流の機会を提供し、家庭

の子育て力、教育力の向上につなげます。 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

家庭の子育て力向上に
向けた啓発活動の推進 

●広報やおつやお知らせ版、子育て支援センター通
信、町ホームページなどを活用して、定期的に「子
どもと接することの重要性」などの啓発を行い、父
母による子育て力の向上に向けて、父母の子育てに
対する意識向上を図ります。 

子育て支援
センター 

健康福祉課 

「家庭の日」を活用し
た啓発活動の推進 

●「家庭の日（毎月第３日曜日）」に合わせて、親子が
ふれあうことの重要性の啓発を行います。「家庭の
日」に、親子で参加できるさまざまな体験活動など
の活動機会を提供します。 

教育委員会 

マタニティスクール
（母親学級両親学級）
の開催 

●妊婦を対象とした「マタニティスクール」（前期）と、
夫婦を対象とした「パパママ教室」（後期）を開催し、
子どもが生まれる前に母親、父親としての自覚を促
し、協力して出産や子育てを行う意識を持つことが
できるようにするとともに、生まれてくる子と母
親、父親との愛着形成を支援します。また、後期で
は助産師による妊娠・出産に関する情報提供や、相
談等にも応じます。 

●母子健康手帳交付時などに情報提供を行い、夫婦で
の積極的な参加を促すほか、初産婦、経産婦にかか
わらず参加勧奨を行い、参加者増を図ります。 

健康福祉課 

妊娠期子育て講座 

●教育委員会と協力し、「マタニティスクール」で町内
保育園の園長の講義を実施し、「子育てへの不安解
消、親としての自覚を促す」などの課題を克服する
とともに、家庭の教育力の向上を目指し、親になる
自覚・心構えと喜びを促す内容の講座を開催しま
す。 

健康福祉課 

父子手帳の交付・周知
啓発 

●妊娠から出産、育児全般、子どもとの遊び方などを
分かりやすくイラストを交えて紹介し、父親の子育
てへの関わり方や子育ての基礎知識などを記した
「父子手帳」を母子手帳交付・妊婦教室等の場で交
付し、活用促進を図ります。 

健康福祉課 

乳幼児学級の開催 

●八百津、錦津、和知、東部地区の各４地区で、６か
月～３歳までの子どもとその親を対象に実施し、子
どもの心に寄り添う教育の推進に向けて、参加親子
に働きかけます。 

●子どもの心が育つ家庭づくりの大切さを学び、親自
身が自分の子育てを振り返る場、他の学級生と交流
できる場となるよう、地域住民、保健師、保育園長
等、子育て支援ネットワークの関係者との連携を深
めながら継続して実施します。 

教育委員会 
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事業名 事業概要 主担当課 

家庭教育学級の開催 

●保育園、小学校、中学校のそれぞれの園・学校に委
託し、「親子のふれあい」を通じた体験や学習を実施
します。 

●各園、学校、地域の願いや特色を活かし、保護者だ
けでなく家族や地域の人々とともに家庭教育に関
心をもつことができる体験活動などの学習を実施
します。 

保育園 

小・中学校 

教育委員会 

保育園合同家庭教育学
級「ちびっこ広場」の
開催 

●乳幼児とその保護者及びこれから親になる人を対
象に子育ての大切さを知る機会及び子どもたちの
夢と心の健全な育成のための講演会を年に１回開
催します。 

保育園 

教育委員会 

小・中学校家庭教育学
級合同講演会の開催 

●小・中学校合同実施による講演会を年に１回開催し
ます。 

小・中学校 

教育委員会 

がやがや会議の開催 
●保育参観終了後、各クラスにわかれて、子育ての問
題点等を親同士が自由に話し合う会議を開催し、子
育て中の親子同士が交流する機会を提供します。 

保育園 

園庭開放の実施 

●親子同士の交流を図ることができるよう、未就園児
の親子を対象に運動会等行事への参加の案内をし
たり、休日等の保育時間外に親子で利用できるよう
園庭を開放します。また、保育園事業に対して広く
理解していただくための機会につなげます。 

保育園 

未就園児を対象とした
「ゆうゆうひろば」で
の交流 

●子育て支援センター２階を「屋根のある公園」とし
て、子育て中の親子が集い、交流することのできる
場として開放します。 

●子育てサロン・サークル・ママカフェ等を定期的に
行い、親子遊び、食育等を通して親の学習の場、交
流の場を作ります。 

子育て支援
センター 

仲良し親子のつどいの
実施 

●子どもが高校生以下のひとり親家庭を対象に、親子
のふれあいと相互の交流を目的とした日帰りのバ
ス旅行を開催します。 

社会福祉協
議会 
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施策の方向（３）経済的支援の推進 ● ● ● ● ● ● ● 

子育て家庭の経済的負担を軽減するため、子育て支援医療費支給や、保育料・ひと

り親家庭の就学支援など、現在行っている施策を一層充実させるとともに、新たな支

援の方策を検討します。 

また、教育・保育の無償化に伴い国の制度に準じて、施設給付や補足給付を円滑に

実施していきます。 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

乳幼児医療費の公費負
担制度の継続 

●乳幼児等（出生から15歳到達後の最初の年度末ま
で）の医療費の自己負担額を助成します。 

●住民のニーズに即したサービス利用を促すため、広
報や町ホームページ、電話や窓口での相談対応で制
度説明を実施し周知を推進します。 

町民課 

保育料負担の低減化 
●未移行幼稚園に対する施設給付、補足給付を実施し
ます。 

健康福祉課 

乳児育児用品等購入費
助成事業の推進 

●満１歳未満の乳児を養育している世帯を対象に、乳
児の育児用品の購入費用を乳児１人につき１回限
りで助成します。 

社会福祉協
議会 

母子・父子家庭等医療
費助成 

●配偶者のいない母または父と、現に扶養している児
童（18歳到達後の最初の年度末まで）、または父母の
いない児童（18歳到達後の最初の年度末まで）の医
療費の自己負担額を助成します。 

●住民のニーズに即したサービス利用を促すため、広
報や町ホームページ、電話や窓口での相談対応で制
度説明を実施し周知を推進します。 

町民課 

母子・寡婦福祉資金制
度 

●母子家庭の経済的自立を支援するため、生活資金や
子どもの修学資金の貸し付けを行います。 

可茂県事務
所福祉課 

新入学児童・生徒の激
励 

●すべての小学校の新入学児童に文房具を贈り激励
するとともに、子どもの入学を祝い、保護者が子育
てに前向きになってもらうよう支援します。 

社会福祉協
議会 
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基本目標３ 健全な子育ちの支援の充実 

施策の方向（１）学校教育の充実 ● ● ● ● ● ● ● 

子どもが健全に育つよう、一人ひとりに「生きる力」の育成を図ることを大きな目

標に、基礎・基本の定着、自立を目指した人づくり、人権感覚の醸成を図る教育を推

進します。 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

保育園と小学校の交流
の推進 

●園児たちが小学校を知り、入学への期待をふくらま
せるために、また保育園から小学校へのスムーズな
移行が行えるよう、小学校への訪問を行います。 

●園児たちの小学校入学に先立ち、保育園の保育士と
小学校の教師が園児一人ひとりのこれまでの指導
内容や発達上の課題などの情報を共有し、指導方針
の検討を行い、園児一人ひとりの発達課題に応じた
一貫した指導に努めます。 

●保育園の保育士は、小学校入学後においても、必要
に応じてケース会議へ参加するなど協力を行いま
す。 

保育園 

小学校 

八百津町教育夢プラン
「人道プラン」の実践 

●八百津町教育振興基本計画、町小中学校教育の方針
と重点に基づき、充実を図りながら推進します。 

●地域や校種間の連携を基盤とした学校教育、家庭教
育、地域教育を実践する八百津町教育夢プラン「人
道プラン」に基づいた教育を推進します。 

教育委員会 

小・中学校 

学校での教育内容の充
実 

●学校での教育内容の充実に向けて、教師一人ひとり
が努力を続け、子どもの心身ともに健やかな成長を
促します。 

●授業研究を通じた教育内容の向上等、組織をあげて
の教育内容の向上に努めます。 

●杉原千畝の人道精神を受け継ぎ、思いやりのある人
づくりに重点的に取り組みます。 

小・中学校 

いじめや不登校などへ
の適切な対応 

●町のいじめ防止対策審査議会の実施、いじめ不登校
対策委員会を各学校で実施し、職員のいじめ・不登
校に関る研修会を充実させます。 

●いじめ認知の報告を定期的に行い、学校と教育委員
会の連携を強化します。 

●いじめ対応スーパーバイザー、教育相談スーパーバ
イザーを活用し、さらにきめ細かい対応をします。 

●年３回のいじめ調査、進路調査、毎月のいじめ認知
を各学校から、指導・助言します。 

小・中学校 

学校運営協議会活動の
活性化 

●学校と地域の協働をさらに促進するため、学校運営
協議会及び地域推進本部を設置し、地域の学校への
応援団を組織します。 

小・中学校 
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事業名 事業概要 主担当課 

学校の相談機能の強化 

●担任教師や養護教諭など、日常的に児童・生徒や保
護者と関わる立場の教師が、児童・生徒や保護者か
らの日常的な相談に応じ、悩みや不安の解消を図り
ます。 

●相談内容によっては、子ども相談センター等の関係
機関へつなぐなど、適切に対応します。 

●教育相談主任を中心に、学校における相談機能の強
化を図ります。また、特別支援教育アドバイザーも
相談に応じる体制を整え、学校関係者には相談しに
くい相談、専門的な相談にも対応します。 

教育委員会 

小・中学校 
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施策の方向（２）地域の子育て力の向上 ● ● ● ● ● ● ● 

地域に住む子どもと大人が共に参加できる、異年齢や世代間交流の機会などを充実

し、子どもたちの心身の成長を促します。 

また、地域で子どもの健全育成や子育て支援活動に取り組む人材、ボランティアの

養成・確保に努め、子育て・子育ちの応援ができる温かい地域社会を築くことができ

るよう、地域で子どもを育てる力の向上を図ります。 

有害環境に対しては、家庭・学校での配慮、販売店舗への協力要請のみにとどまら

ず、子ども自身の対応力を身につけさせる指導を行います。 

また、子どもたちが安全に安心して地域で生活していくことができるよう、地域住

民による見守りやパトロール、危険が迫った時の避難場所の確保など、地域防犯の強

化を図ります。 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

子どもと子育て家庭を
温かく見守る地域づく
りの推進 

●地域において、子どもが安心していきいきと活動
し、また、子育て家庭が孤立することなく、安心し
て子育てができるよう、地域住民が子どもや子育て
家庭を温かく見守り、必要に応じて助言や支援をし
ていける地域づくりを推進します。 

健康福祉課 

子どもの健全育成・子
育て支援に関するボラ
ンティアの養成 

●乳幼児健康診査などの場で協力いただける子育て
サポーターについて、今後も育成及び活躍の場の提
供に努めます。 

●日常的に「ゆうゆうひろば」に出向くことができる
人、講演会や学習会の際の託児を行える人など、地
域で子どもの健全育成や子育て支援活動に取り組
む人材、ボランティアの養成・確保に努めます。 

健康福祉課 

子どもの地域活動・ボ
ランティア活動への参
加促進 

●地域のおとなと一緒に、地域コーディネーターの指
導のもと、地域活動やボランティア活動に取り組む
機会を提供し、地域への理解を促すとともにボラン
ティア精神や社会性の形成に努めます。 

●地域住民の協力を得ながら公民館活動を実施し、子
どもに多世代にわたる地域住民との交流を図るこ
とのできる機会を提供します。また、夏休みに子ど
も向け講座等を開催し、機会の充実を図ります。 

●子ども会活動の活性化に向けた支援を行い、子ども
の異年齢集団による活動を通じて、仲間づくりや心
身の成長を促します。 

小・中学校 

教育委員会 
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事業名 事業概要 主担当課 

スポーツ少年団活動の
活性化支援 

●種目別交流会、スポーツテスト、リーダー研修会、
県事業への派遣等の各種事業の実施など、スポーツ
を中心とした活動率の向上を図ります。 

●子ども、保護者、指導者がさらに魅力を感じるプロ
グラムづくりに取り組むとともに、指導者研修会に
参加するなど指導者のレベルアップを図ります。 

●活動費の助成など、スポーツ少年団活動の活性化に
向けた支援を行います。 

教育委員会 

チャレンジクラブ802
の活動内容の充実と活
動支援 

●地域の誰もが気軽にスポーツを楽しむことができ
る総合型地域スポーツクラブ「チャレンジクラブ
802」を推進し、スポーツを通して子どもたちの健康
な身体を育成し、協調性や自律心の形成に努めま
す。 

●子どもたちのニーズに合わせた教室、催し物を開催
し、さまざまな形でスポーツを経験することのでき
る場を提供します。 

教育委員会 

チャレンジ
クラブ８０

２ 

有害環境対策の推進 

●子どもが性や暴力などの過激な情報を得ないよう、
家庭でも学校でも配慮するとともに、性や暴力など
の過激な情報に対する子ども自身の対応力を身に
つけさせる指導を行います。 

●子どもに対し、有害図書等を販売しないのはもちろ
んのこと、子どもがそれらを手にしにくい販売方法
（商品陳列の方法の工夫やひも等でくくるなど）に
したり、場合によっては販売の自粛などに向けた協
力の要請を町内店舗に働きかけます。 

教育委員会 

地域ぐるみの防犯活動 

●犬の散歩を子どもの登下校時に合わせた見守り、放
送による見守りへの協力の呼びかけなど、草の根的
な見守り活動を促進することにより、児童・生徒の
登下校時や放課後等の安全を確保します。 

●PTAや子ども会をはじめ、自治会や老人クラブ、青少
年育成町民会議、民生委員児童委員協議会、見守り
隊など、地域の団体に、登下校時や放課後等の見守
りの協力を要請し、活動日や活動場所の調整を行う
など、効果的・効率的な活動を促進します。 

●各小学校の見守りボランティア登録者に対し、ボラ
ンティア活動保険料の助成を行い、活動を支援しま
す。 

教育委員会 

小学校 

社会福祉協
議会 

スクールガードによる
防犯活動 

●スクールガードによる学校の登下校時の巡回パト
ロールを実施します。把握された警備のポイントや
改善すべき点など具体的な指導・助言について、学
校及び教育委員会で検討し対応していきます。 

●スクールガードの選任にあたっては、県警を退職し
た人などに協力いただいており、継続してパトロー
ル等の活動に協力が得られるよう、スクールガード
の活動を支援します。 

小学校 
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事業名 事業概要 主担当課 

「子ども110番の家」の
活動の充実 

●子どもの安全を確保するため、子どもが助けを求め
られるシェルターとしての「子ども110番の家」に協
力いただける世帯数の増加を図ります。 

●学校や家庭などで、子どもに対し「子ども110番の
家」の活用方法や協力世帯の周知を図ります。 

●「子ども110番の家」が活用された場合の情報共有、
それに基づく対処方法のルール化を図り、子どもの
犯罪被害の未然防止に努めます。 

学校 

子育て支援ネットワー
ク会議の活動強化 

●青少年の健全育成を目的とする「子育て支援ネット
ワーク会議」の活動への支援を図ります。ここでは、
町の子育て支援事業のあり方に向けての協議や連
絡、調整などを行い、家庭、学校、地域社会が連携
して、思いやりの心とたくましさを育む児童の健全
育成、地域住民の一人ひとりが身近なところで子ど
もを見守り、子育て家庭への支援などの助け合い活
動に取り組む地域づくりに向けた支援などを行い
ます。 

教育委員会 
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施策の方向（３）自立したおとな・次代の親の育成 ● ● ● ● ● ● ● 

子どものうちから自分の将来の進路や職業を考えるきっかけとして、社会体験や職

業体験を実施し、中高生が乳幼児と触れ合う機会など体験学習や環境学習を実施する

ことで、次代の親の育成につなげます。 

また、子どもが自らの意見をまとめ、表明する機会を提供し、子どもの権利である

「参加する権利」の実現を図ります。 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

職業体験の推進 

●自分の将来の進路や職業について考えるきっかけ
として、中学１～３年生を対象に夏休みに職業体験
を実施します。 

●中学生が希望する職業を体験できるよう、町内協力
企業の開拓に努めます。また、必要に応じて、近隣
市町村と合同での事業実施も検討します。 

中学校 

乳幼児保育体験の推進 
●中・高校生を対象とする保育体験を実施し、生命の
尊さや子どもと関わることの楽しさや大変さを学
び、母性・父性を培う機会を提供します。 

教育委員会 

子どもの意見を聴く場
の設置 

●町青少年育成町民会議と町教育委員会の共催によ
り、次代を担う青少年を心身ともにたくましく、人
間性豊かな青少年に育てるため、「青少年を育てる
会」を毎年実施します。その中で中・高校生の代表
者による「少年の主張」を開催しています。これは、
子どもが自らの意見をまとめ、表明する力を身につ
ける機会となっているため、継続して実施するとと
もに、小・中・高校生の参加を支援します。 

教育委員会 
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施策の方向（４）子育て家庭の生活環境の整備 ● ● ● ● ● ● ● 

子どもやベビーカーでの親子連れ、障がい者や高齢者に対する交通面での安全性に

留意し、交通安全設備の設置、道路の拡幅や歩道の設置、段差の解消、交差点の改良

など安全な道路交通環境の整備を図ります。 

また、公共施設のバリアフリー化を進めるとともに、交通安全意識を高めるよう、

町民への啓発を行います。 

また、人口確保のために、新築購入への助成や、空き家バンクの利用町営住宅の利

用促進を図ります。 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

遊び場の整備 

●町内の公園や設置されている遊具を含め、定期的な
点検、補修等の維持管理を行い、子どもたちが安全
に遊べる環境を整備します。また、公衆トイレを衛
生的に保ち、多目的トイレやベビーベッド、ベビー
チェアを設置し、子育て世帯が利用しやすい環境を
整備します。 

●道路・河川等の危険箇所を把握し、優先度に応じて
順次対応を図っていきます。 

地域振興課 

建設課 

公共施設等のバリアフ
リー化 

●公共交通機関、商店等に対し、バリアフリー化に向
けた働きかけや情報提供を行います。 

●公共施設のバリアフリー化を進め、障がいのある方
や子どもを連れている方からお年寄りでも外出し
やすい環境をつくります。 

●国や岐阜県などとも連携して、段差の解消等、誰も
が使いやすい道路整備を進めます。 

総務課 

教育委員会 

建設課 

交通安全教育の実施 

●総合的な学習の時間、特別活動の時間、保育園行事・
学校行事の時間などを活用し、交通安全教育を行い
ます。 

●「八百津の子どもを守り育てる会」の協力を得て交
通安全教室を実施します。教室を継続して開催する
ことができるよう、「八百津の子どもを守り育てる
会」の活動支援を行います。 

●町民に対して、子どもや高齢者の交通安全面への配
慮、自動車を運転する立場として交通事故を起こさ
ないといった視点からの広報啓発を行い、交通安全
意識の高揚につなげます。また、道路上の交通安全
啓発看板やのぼり旗等の充足や啓発チラシの配布
等日常的な啓発活動を図ります。 

保育園 

小・中学校 

防災安全室 

道路環境整備の推進 
●国や岐阜県などとも連携して、歩行者の安全に十分
配慮した道路整備に努めます。 

建設課 

防犯教育の推進 
●総合的な学習の時間、特別活動の時間、園行事・学
校行事の時間などを活用し、防犯教育を行います。 

学校 

保育園 
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事業名 事業概要 主担当課 

地域組織単位での防犯
教育の実施 

●すぐメールや防災行政無線で犯罪に関する情報を
素早く地域に知らせるほか、自治会をはじめ、子ど
も会、老人クラブ、消防団などの地域組織の定例会
などの場で、防犯教育を行うよう、各地域組織の役
員に働きかけます。 

●地域組織で防犯教育を行う際には、必要な資料の提
示や講師の派遣など、必要な支援を行います。 

総務課 

学校 

保育園 

教育委員会 

健康福祉課 

防犯灯の設置の推進 
●地区からの要望を踏まえながら、防犯灯を設置する
など、犯罪が起こりにくい環境づくりに努めます。 

建設課 

「空き家バンク」の活
用 

●新たに空き家の片付けなどに補助金を出すなど、さ
らなる空き家登録の促進を行います。 

地域振興課 

町営住宅の提供 
●町営住宅の利用促進を図るため、広報やおつ、町ホ
ームページにて募集案内などの情報を提供します。 

建設課 
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施策の方向（５）虐待の早期発見、早期対応 ● ● ● ● ● ● ● 

児童虐待は、子どもへの身体的な影響だけでなく、心の発達や人格の形成に深刻な

影響を与えます。 

子どもを虐待から守り、子どもが安心して生活できるよう、地域団体、地域住民、

関係機関、行政機関等が連携して、未然防止をはじめ早期発見・早期対応に取り組み

ます。 

また、「八百津町要保護児童・ＤＶ防止対策地域協議会」を中核に、虐待などの早期

発見と保護など、適切かつ迅速に対応します。 

さらに、子育て包括支援センターの充実や、子ども家庭総合支援拠点を設置し、児

童虐待防止体制の強化を図ります。 

 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

被虐待児童の早期発見
及び早期対応 

●福祉、保健、医療、教育、警察などの各関係行政機
関及び住民、地域団体などをメンバーとした「八百
津町要保護児童・ＤＶ防止対策地域協議会」を中核
に、児童虐待や配偶者からの暴力被害を未然に防止
し、虐待などの早期発見と保護など、適切かつ迅速
に対応します。必要に応じて岐阜県子ども相談セン
ターの協力を仰ぎます。 

●保育園の保育士、小・中学校の教師、保健師などは、
子どもの心身の状態をよく観察し、虐待の早期発見
に努めます。 

●民生委員児童委員、主任児童委員は、地域住民と協
力して虐待が疑われる事案の早期発見に努めます。 

健康福祉課 

保育園 

小中学校 

教育委員会 

虐待予防の啓発 

●養育支援を必要とする家庭を早期に把握し、子育て
支援センター等を活用して虐待を予防するほか、虐
待の早期発見、早期対応に努め、児童相談所等関係
機関との連携並びに情報収集及び共有により支援
を行う取り組みを強化します。 

健康福祉課 

要保護児童対策地域協
議会の機能強化 

●子育て世代包括支援センター、子ども家庭総合支援
拠点を設置し児童虐待防止体制の強化を図ります。 

健康福祉課 

教育委員会 

学校 

保育園 

子育て支援
センター 

こども相談
センター 
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施策の方向（６）特別な配慮を要する子どもたちへの支援の充実 ● ● ● ● ● ● 

障がいのある児童や発達に支援が必要な児童等の健全な発達を支援し、豊かな地域

生活を送ることができるよう、保健センター、保育園、親子教室、小・中学校等にお

いて、いつでも子どもや保護者からの相談に応じられる体制を整えます。 

集団生活を送る中での心身の発達、子どもと保護者の希望を踏まえた適切な教育、

就労促進など、障がいのある児童や発達に支援が必要な児童等及びその家族のライフ

ステージに対応する一貫した支援の推進を図ります。 

また、国においては、家庭の経済的な状況が子どもの育ちに影響を及ぼすいわゆる

子どもの貧困が問題となっており、子どもを貧困の連鎖から断ち切り、将来の自立し

た生活を確保するため、家庭の状況に左右されることないように施策の検討を行いま

す。 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

障がいの早期発見・早
期療育の実施 

●乳幼児健康診査の機会を通じて疾病や障がいの早
期発見に努め、早期療育に取り組みます。 

健康福祉課 

発達の遅れや障がい児
への専門的指導の実施 

●発達の遅れがみられる子どもや障がいのある子ど
も、境界領域の子どもについて、専門的・個別的な
指導を行うことによって発達を促します。 

親子教室 

障害児通所支援の実施 

●児童発達支援や放課後等デイサービス等、療育の必
要性を知るための情報収集に努め、適正なサービス
量を支給し、利用者の健やかな成長発達のために力
を尽くします。 

●保健センター・保育園・親子教室・学校教育との定
期的な会議を継続して開催し、必要な情報共有を絞
り込みことで効率化し、個々の目標設定を行いま
す。 

●親子教室において、心身に障がいのある子どもに対
し、日常生活における基本的な動作の指導、集団生
活への適応訓練を行う児童発達支援を行います。 

●小学校から高校までの通学中の障がいのある子ど
もを対象として、放課後等デイサービスを実施しま
す。八百津町親子教室等において、放課後や夏休み
等の長期休暇中に、生活能力向上のための訓練等を
提供したり、放課後等の居場所を提供します。 

健康福祉課 

親子教室 

障がい児と関わる機関
での日常的な相談対応 

●保健センター、保育園、親子教室、小・中学校など、
障がい児と関わる機関においては、当該機関の専門
職が障がい児の保護者からの相談にいつでも応じ
られる体制をつくります。 

●岐阜県子ども相談センターや岐阜県更生相談所、医
療機関などの専門機関との連携を図りながら適切
に対応していきます。 

保育園 

小・中学校 

親子教室 

健康福祉課 

こども相談
センター 
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事業名 事業概要 主担当課 

専門的な相談の実施 

●県や親子教室等と連携して乳幼児発達相談・療育相
談等の専門相談を実施します。 

●各保育園、小・中学校を個別教育支援アドバイザー
が週に１度巡回して相談会を実施することにより、
保護者及び先生等の相談を受け付けます。 

保育園 

小・中学校 

親子教室 

健康福祉課 

教育委員会 

障がい児保育の推進 

●八百津・錦津・久田見・和知保育園の４園で、発達
の遅れがみられる子どもや障がいのある子ども、境
界領域の子どもの受入を行い、集団生活を送る中
で、心身の発達を促します。 

●保育園においても、可能な限り発達課題に応じた適
切な療育を行い、心身の発達を促せるよう、親子教
室と連携、情報交換を図りながら保育を行います。 

保育園 

インクルーシブ教育の
推進 

●通常学級、通級による指導、特別支援学級、特別支
援学校という連続性のある「多様な学びの場」の充
実を図ります。子どもの将来の姿や子どもと保護者
の希望を踏まえて、適切な教育を提供できるよう心
がけます。 

●和知小学校に肢体不自由児を対象とした特別支援
学級、八百津小学校に自閉症や情緒障がいのある児
童を対象とした特別支援学級を設置しています。在
籍する児童・生徒の障がいの状態に応じた適切な教
育を行えるよう、教育内容の充実に努めます。 

●児童生徒一人ひとりの障がいの状態や教育的ニー
ズ等に応じて、教材、意思疎通支援など合理的配慮
の提供を図ります。 

小・中学校 

教育委員会 

学校施設のバリアフリ
ー化 

●身体的な障がいのある子どもが、小・中学校などの
学校施設に通える環境を整えるため、必要に応じて
学校施設のバリアフリー化を進めます。 

●身体的な障がいのある子どもが、地元での通学等を
希望する際には、教師や周囲の子どもたちで学校生
活をサポートし、保護者の負担軽減を図ります。 

教育委員会 

就労支援 
●インターシップなどを通し、事業所への就労促進が
図れるよう支援に努めます。 

健康福祉課 

学校 

事業所 

子どもの貧困対策の推
進 

●経済的理由により就学困難と認められる児童生徒
の保護者に対して、必要な援助を行います。 

健康福祉課
教育委員会 

 

  



 
57 

基本目標４ 個々の家庭の特性に応じた切れ目のないきめ細やかな支援 

施策の方向（１）妊娠期から学齢期まで切れ目のない支援の推進 ● ● ● ● ● ● 

母親が安心して妊娠・出産に臨めるよう、妊婦健康診査の確実な受診の推奨、訪問

指導、聞き取りや相談など、妊娠期から支援を行うとともに、子どもの発育・発達へ

の支援に取り組み、妊娠期からの切れ目のない支援を行うことで、子どもの健やかな

成長や発達を支援します。 

各成長発達段階での健康診査や相談を通して、疾病の早期発見と親子の健康維持、

障がいの早期発見、早期治療・療育につなげる取り組みを進めるとともに、妊娠時期

からの健康教育や相談事業を通じて、育児不安の軽減を図ります。 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

保健センターと医療機
関との連携の強化 

●保健センター業務全般について、医療機関との連携
を図ることが重要であるため、町内医療機関と行政
による保健福祉医療協議会を年に１回開催し、当該
年度の実績と次年度計画について協議します。 

健康福祉課 

母子健康手帳の交付 

●毎週水曜日午前９時からを母子手帳交付の時間と
して広報するとともに、この時間に都合がつかない
方には個別に対応する方法ですべての妊婦と面接
して母子手帳交付を交付します。 

●母子健康手帳の交付の際には、手帳の活用方法、各
種教室や利用可能なサービスの紹介など、育児支援
情報を提供します。 

●そのほか、「父子手帳」も合わせて配布します。 

健康福祉課 

妊婦健康診査の推進 

●母子健康手帳の交付の際に、受診票（妊婦健康診査
受診票：最大で14枚交付）の発行を行い、妊婦健康
診査の確実な受診を勧奨します。また、検査内容の
充実を図ります。 

●妊婦健康診査により、妊婦や胎児の異常を早期に発
見し、早期治療につなげるほか、個別保健指導、個
別栄養指導を行うなど、妊娠・出産に対する不安や
悩みの解消に努めます。 

健康福祉課 

乳幼児健康診査の実施 

●４か月児健康診査、10か月児健康診査、１歳６か月
児健康診査、３歳児健康診査を実施し、子どもの発
育・発達の状況を確認するとともに、病気や障がい
を早期に発見し、早期治療につなげます。また、母
子の望ましい生活習慣に向けた改善につなげます。 

●乳幼児健康診査の対象者への受診勧奨に努め、各乳
幼児健康診査で受診率１００％を目指します。 

●必要に応じて家庭訪問を行うなど、フォローアップ
に努めます。 

●「１歳おめでとう訪問」を実施し、親子の状況把握、
不安などへの早期発見・早期支援につなげます。 

健康福祉課 
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事業名 事業概要 主担当課 

こんにちは赤ちゃん訪
問事業の推進 

●生後２か月頃の乳児とその家庭に保健師・栄養士等
が訪問し、赤ちゃんの日常生活や育児状況の聞き取
りをはじめ、相談、身体測定のほか、子育て支援サ
ービスの紹介など、子育てをしている親の心理面の
サポートを行い、継続的に関われる関係づくりに努
めます。 

●生後４か月までの全戸訪問を目標に実施します。訪
問ができない場合については、電話等でのフォロー
アップによる関係づくりを行います。 

健康福祉課 

養育支援訪問等の推進 

●母子健康手帳交付時の面接や問診のほか、妊婦健康
診査の受診により周産期のハイリスク集団を把握
することが可能であるため、妊娠中からの訪問や各
種講座への参加を働きかけるなど適切な支援を行
います。 

●出産後においては、迅速な訪問活動を行い、子ども
の発育や健康状態、母親の心身の状態などを的確に
把握します。低体重や障がいなどに早期に対応でき
るよう努め、特別の支援を要する子どもやその保護
者を対象に家庭訪問を行うなど、個別・継続的に支
援します。 

●こんにちは赤ちゃん訪問事業や乳幼児健康診査、乳
幼児健康相談などの母子保健事業、子育て支援セン
ターの育児サークルや育児相談などを通じて、支援
が必要な子ども及び保護者の確実な把握に努めま
す。 

健康福祉課 

歯科健康診査の実施 

●子どもの口腔内の異常等の早期発見、早期治療につ
なげるため、１歳６か月児、２歳児、３歳児を対象
に歯科健康診査を実施し、子どもの歯の健康状態を
チェックします。また、正しい歯磨きの仕方を身に
つけ、虫歯予防につなげます。 

●受診勧奨や未受診者へのフォローアップなどによ
り、受診率の向上を図ります。 

●母子手帳交付時に妊婦歯科健康診査票を交付し、受
診をすすめます。 

健康福祉課 

歯みがき教室の実施 

●９か月～10か月児の親子を対象に、歯科衛生士など
による虫歯予防の講話や歯みがき指導を行います。 

●栄養や食育の視点を取り入れるため、「ぱくぱく教
室」と同時開催とします。また、10か月健診と組み
合わせて実施し、受講率アップを図ります。 

健康福祉課 

疾病や事故の予防知識
の普及 

●母子健康手帳交付時や４か月児健康診査、10か月児
健康診査時などの機会を活用して、疾病や事故に対
する予防資料を提供するほか、各種予防接種の情報
と接種勧奨を行い、後々の感染症など疾病の予防に
つなげます。 

健康福祉課 
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事業名 事業概要 主担当課 

子育て世代包括支援セ
ンター事業 

●令和２年度中にセンターを設置し、保健師等による
面談や家庭訪問、関係機関からの情報収集等を通じ
て、妊産婦や乳幼児等の実情を継続的に把握し、切
れ目のない支援を行います。 

●妊娠・出産・子育てに関する妊産婦や保護者の個別
の疑問や不安にできる限り丁寧に対応し、本人にと
って必要な情報提供や助言、保健指導を行います。 

●利用者目線に立って支援の継続性と整合性が確保
できるよう、関係機関と十分な連絡調整を行いま
す。 

●妊産婦や乳幼児等の課題や支援ニーズに的確に対
応するために、個別の状況や経過を反映させた支援
プランを必要に応じて作成します。 

健康福祉課 

利用者支援事業の充実 

●個別の子育て家庭のニーズを把握して、適切な施
設・事業等を円滑に利用できるよう支援します。 

●日常的に地域のさまざまな子育て支援関係者とネ
ットワークの構築、不足している社会資源の開発を
実施します。 

健康福祉課 

産前産後サポート事業 

●妊産婦及び妊産婦の育児を尊重するとともに、不安
や生活上の困りごと等を軽減する（家事支援は除
く。）ため、保健師等の専門職等が相談支援を行いま
す。 

●地域の母親同士の仲間づくり等の交流支援を促し、
妊産婦が家庭や地域における孤立感を解消し、安心
して妊娠期を過ごし、育児を行えるようサポートし
ます。 

●母親の身体的な回復のための支援、授乳の指導及び
乳房のケア、母親の話を傾聴する等の心理的支援、
新生児及び乳児の状況に応じた具体的な育児指導、
家族等の身近な支援者との関係調整、家庭で育児を
していく上で必要な社会的思念の紹介等を行いま
す。 

健康福祉課 
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施策の方向（２）思春期保健対策と健康教育の推進 ● ● ● ● ● ● ● 

思春期の保健対策として、性と性感染症等に関する正しい知識の普及、喫煙や薬物

乱用が心身に与える影響についての啓発、教育を行い、これらによるトラブルの防止

を図ります。 

また、思春期の悩みや不安を受け止め、心のケアを図る相談窓口を設け、相談窓口

の譲歩については、小・中学校を通して繰り返し提供していきます。 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

性や性感染症予防・喫
煙や薬物に関する知識
の普及 

●保健体育や総合学習の時間、特別活動の時間等を活
用して、児童・生徒に、性や性感染症に関する知識、
喫煙や飲酒、危険ドラッグを含む薬物が健康に及ぼ
す影響に関する知識を教え、これらによるトラブル
の防止を図ります。 

●学校関係者、医師会、PTAなど、児童・生徒と関わり
のある機関・関係者の連携による学校保健推進体制
の強化を図り、児童・生徒の心身の健康管理や健康
教育などの取り組みについて検討します。検討され
た取り組み内容については、保護者会などを通じて
協力して対応することを啓発し、家庭との連携強化
を図ります。 

小・中学校 

思春期電話相談の利用
促進 

●思春期の子どもたちのさまざまな悩みや不安を受
け止め、心のケアを図ります。 

●思春期の子どもの悩みに関する電話相談は、県や県
の関連機関が青少年ＳＯＳセンターをはじめ、子ど
も家庭110番やヤングテレホンコーナー、少年相談
センター、いじめストップ相談ダイヤルなど、さま
ざまな取り組みを行っています。小・中学校を通じ
て、これらの相談窓口についての情報を繰り返し提
供します。 

小・中学校 
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施策の方向（３）食育の推進 ● ● ● ● ● ● ● 

心身ともに著しく成長する学齢期の健康づくりのため、歯科健康教育や食育を推進

して、正しい知識と望ましい生活習慣を身につけるように指導します。 

地域の農家の協力を得ながら、野菜の栽培など農業体験から食を学んだり、地元特

産品を活用した郷土料理の学校給食提供とその説明などを行い、地産地消を通じた食

育を推進します。 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

栄養や食育に関する講
話等の実施 

●離乳食指導や乳幼児健康診査・相談などで栄養士が
栄養相談に応じるほか、講話などの実施により保護
者に対して食育に関する普及啓発に努め、子どもに
対し、その保護者が発達段階に応じた適切な食事を
与えられるよう、栄養や食に関する知識を提供しま
す。また、保育園においても、給食やクッキング保
育、野菜などの栽培等を通じて食育を推進します。 

健康福祉課 

保育園 

小・中学校 

離乳食指導の実施 

●４か月児の保護者を対象とした指導では離乳食の
基本について、10か月児の保護者には個別による離
乳食指導を実施します。それぞれ４か月児健康診
査、10か月児健康診査と同時開催で実施します。 

健康福祉課 

ぱくぱく教室の実施 

●９か月～10か月児の親子を対象に、離乳食やおやつ
などについての講話をし、離乳食後期の１食を試食
します。親子で試食してもらい、量や固さ、バラン
ス等について保護者が学ぶとともに、管理栄養士が
児の離乳食を食べている様子を確認し離乳食の進
み具合や児との関わり方についても支援をします。 

●10か月健診時に、歯みがき教室と同時開催で実施し
ます。 

健康福祉課 

園や学校における食農
体験の推進 

●園や学校において、地域の農家の協力を得ながら、
野菜の栽培など農業体験を行います。収穫した野菜
等は園や学校の給食として活用します。 

保育園 

小・中学校 

学校給食を活用した食
育の推進 

●学校給食を活用し食に関する指導や給食時間の指
導を行うなど、栄養教育につなげます。 

●小学校高学年、中学校では家庭科学習などで行う調
理実習などを通じて食育を行います。また、定期的
に「食育だより」を発行するなど、栄養に関する情
報を提供し、保護者の意識向上と子どもの食生活の
改善につなげます。 

●学校給食において、地元特産品を活用した郷土料理
の提供とその説明などを行い、地産地消を通じた食
育を推進します。 

●PTAの家庭教育学級などで、食育講座や調理講習を
行い家庭への啓発を図ります。 

小・中学校 

給食センタ
ー 
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施策の方向（４）小児医療の充実 ● ● ● ● ● ● ● 

子どもが健康に育つよう、小児医療体制の充実と、夜間帯や休日などの小児救急医

療体制の充実を町内外の医療機関に働きかけます。 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

小児医療体制の充実 

●子どもの疾病の予防や早期発見のため、地域医療機
関との連携を図り、かかりつけ医の必要性の啓発と
ともに、疾患の診断や治療が迅速にできる総合的な
小児医療体制の確立を町内外の医療機関に働きか
けます。 

健康福祉課 

小児救急医療体制の充
実 

●平日の夜間帯や休日の診療など、近隣市町村との連
携により小児救急医療体制の充実に努めます。ま
た、救急医療に関する情報を得ることのできる救急
医療情報システムの周知を図ります。 

健康福祉課 
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基本目標５ やおつの子育て・子育ちの支援体制の整備 

施策の方向（１）専門職等の専門性向上に向けた支援の推進 ● ● ● ● ● ● 

子育て支援や子どもの健全育成及び教育に携わる専門職等のより一層の資質の向上

と、関係機関のサービスの質の向上を図るための取り組みを推進します。 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

教師や保育士、保健師
等専門職の資質向上 

●教師や保育士、保健師等専門職に対し、県や県教育
委員会、県社会福祉協議会、県保健師会などが行う
研修等の情報を提供し、積極的な参加を促します。 

●担当課内での内部研修（勉強会）を開催し、資質向
上に努めます。 

●保育士は、子どもの心身の発育・発達を十分に理解
し、適切に援助し、自発性、能動性を伸ばすことが
できるよう、自己研鑽に努め、保育の質を高めます。 

●ベテラン職員が若手職員へ業務を通じた指導を行
い、若手職員の資質向上を図ります。 

保育園 

小中学校 

健康福祉課 

民生委員児童委員の研
修機会の確保 

●町内には、３０名の民生委員児童委員（うち、２名
は主任児童委員）が各地区に配置されています。民
生委員児童委員、主任児童委員の活動の強化に向け
て、県社会福祉協議会などが行う研修等の情報を提
供し、積極的な参加を促し、地域における身近な相
談機能、問題発見機能のより一層の強化を図りま
す。 

●民生委員児童委員協議会の定例会議などの場を活
用して勉強会等を行います。 

健康福祉課 

福祉協力員等のより一
層の資質の向上 

●福祉関係者との連携を図りながら、社会福祉協議会
からの働きかけ・研修会等を通して福祉に関する意
識の醸成を図り、機能強化を図っていきます。 

社会福祉協
議会 

苦情受付・対応の仕組
みの確立 

●各保育園が提供するサービスについて、保護者等か
らの要望や苦情などを受け付ける旨を各保育園に
て掲示し広く意見を聴取できるよう努め、寄せられ
た意見の内容について適切な対応とその解決を図
ります。 

●各保育園で実施している苦情受付・対応の仕組みに
ついて、利用状況や実績等を加味しながら仕組みや
体制の強化を図り、また、各小・中学校とも連携し
て苦情受付・対応方法についての仕組みづくりを進
め、その運用の徹底を図ります。 

保育園 

危機管理（リスクマネ
ジメント）の体制強化 

●各保育園、小・中学校で事故防止や事故発生時の対
応についてのマニュアルを定め、危機管理体制を強
化します。 

●「ひやり、はっと事例」の記録整備と活用を進め、
未然に事故を防ぐ体制の強化を図ります。 

保育園 

小・中学校 
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事業名 事業概要 主担当課 

評価の実施  

●保育園では、第三者評価にとどまらず、自己評価、
利用者評価なども行い、サービスの向上に努めま
す。 

●小・中学校においても評価を行い、質の向上につな
げます。 

保育園 

小・中学校 

 

 

施策の方向（２）やおつの子育て・子育ちの支援体制の整備 ● ● ● ● ● ● 

やおつの子育て・子育ちの支援体制を整備します。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 事業概要 主担当課 

「子育て支援ネットワ
ーク会議」による計画
の推進 

●「子育て支援ネットワーク会議」について、本計画
及び次世代育成支援対策の推進を担う中心組織と
して位置付け、本計画を推進し、次世代育成支援対
策を強力に推し進める体制を整えます。 

●定期的に「子育て支援ネットワーク会議」を開催し、
本計画の進捗状況の確認及び事業の調整を行いま
す。 

教育委員会 

プラットホーム概念の
導入 

●本計画に定めている事業、あるいは次世代育成支援
対策のすべてを「子育て支援ネットワーク会議」で
担うことは困難であり、全庁的な取り組みが不可欠
です。そのため、「子育て支援ネットワーク会議」を
軸としながらも、会議や事業調整の場には必要に応
じてそのほかの関係者が加われるような緩やかな
連携体制を構築します。 

教育委員会 

近隣市町村との連携 

●近隣市町村と連携して事業を行うことにより、事業
実施が可能となるものや、効率的に行えるものがあ
ります。また、近隣市町村と連携することにより事
業内容の充実が図れ、より効果的に行えるものもあ
ります。このような事業については、関係近隣市町
村に積極的に働きかけ、事業連携を図るよう努め、
効率的・効果的な事業の展開につなげていきます。 

健康福祉課 

岐阜県との連携 

●本計画には、岐阜県の事業に協力したり、あるいは
活用したりという事業も定めています。そのため、
岐阜県が開催する各種会議を活用するとともに、場
合によっては子育て支援ネットワーク会議の会合
に参加してもらうなど、情報交換・意見交換を積極
的に行います。 

健康福祉課 
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第５章 教育・保育の量の見込みと 

確保方策 
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１ 教育・保育提供区域の設定 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針において、町は教育・保育を提供するため

に、保護者や子どもが居宅等から容易に移動することが可能な区域を定めることとし

ています。 

「第２期八百津町子ども・子育て支援事業計画」では、この教育・保育の提供区域

について、保育所等の整備にあたり、宅地開発等による人口変動による教育・保育ニ

ーズの状況に応じ、全町域で柔軟に教育・保育の提供

を行うため町全域を１つの区域と定めました。本計

画においても、この考えを踏襲し、町全域を１つの区

域とします。 
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（１）「量の見込み」は、「家庭類型」などから算出します ● ● ● ● ● ● ● 

① 家庭類型について 

特定教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業の見込み量を把握するためには、

１・２・３号の認定区分にそれぞれどれだけの家庭が該当するか想定することが必要

です。そのためにアンケート調査結果から、対象となる子どもの父母の有無、就労状

況から８種類の類型化を行います。 

類型化した区分を「家庭類型」と言い、“現在の家庭類型”と、母親の就労希望を反

映させた“潜在的な家庭類型”の種類ごとに算出します。 

 

       

        母親 

 

父親 

ひとり親 

フルタイム

就労 

（産休・育

休含む） 

パートタイム就労（産休・育休含む） 

未就労 
１２０時間 

以上 

１２０時間

未満４８ 

時間以上 

４８時間 

未満 

ひとり親 タイプＡ  

フルタイム就労 

（産休・育休含む） 

 

タイプＢ タイプＣ タイプＣ’ 

タイプＤ 

パートタ

イム就労

（産休・

育休含

む） 

１２０時間以上 

タイプＣ タイプＥ タイプＥ’ 
１２０時間未満

４８時間以上 

４８時間未満 タイプＣ’  

未就労 タイプＤ タイプＦ 

 

 

 
タイプＡ ：ひとり親家庭（母子または父子家庭） 

タイプＢ ：フルタイム共働き家庭（両親ともフルタイムで就労している家庭） 

タイプＣ ：フルタイム・パートタイム共働き家庭（就労時間：月 120 時間以上＋月 48～120 時間） 

タイプＣ’ ：フルタイム・パートタイム共働き家庭（就労時間：月 48 時間未満） 

タイプＤ ：専業主婦（夫）家庭 

タイプＥ ：パートタイム共働き家庭（就労時間：双方が月 120 時間以上＋月 48～120 時間） 

タイプＥ’ ：パートタイム共働き家庭（就労時間：いずれかが月 48 時間未満） 

タイプＦ ：無業の家庭（両親とも無職の家庭） 

育児・介護休業中の人もフルタイムで就労しているとみなして分類しています。 

  

保育の必要性あり 保育の必要性なし 
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２ 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の量の推計の考え方 

（２）「量の見込み」等を算出する項目 ● ● ● ● ● ● ● 

子ども・子育て支援事業計画に定める次の１～1３の事業について、ニーズ調査結

果を踏まえ、国が定めた全国共通の方法により、教育・保育提供区域における量の見

込み（需要）と確保の状況（供給）、さらに不足する場合の確保の方策（整備目標）を

定めます。 

【 教育・保育の量の項目 】 

 認定区分 対 象 事 業 事業の対象家庭 調査対象年齢 

1 

1号認定 教育標準時間認定 
幼稚園 

認定こども園 

専業主婦(夫)家庭 

就労時間の短い家庭 

3～5歳 

（3 歳以上児） 
2号認定 

保育認定 幼稚園 
共働きで幼稚園利用のみ希

望の家庭 

保育認定 
認定こども園 

保育園 
ひとり親家庭 

共働き家庭 
3号認定 保育認定 

認定こども園 

保育園 

地域型保育 

0～2歳 

（3 歳未満児） 

    

【 地域子ども・子育て支援事業の項目 】 

 対 象 事 業 事業の対象家庭 調査対象年齢 

1 利用者支援事業 すべての家庭  

2 時間外保育事業 
ひとり親家庭 

共働き家庭 
0～5歳 

3 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 
ひとり親家庭 

共働き家庭 
5歳 

1～6年生 

4 
子育て短期支援事業 

（ショートステイ及びトワイライトステイ） 
すべての家庭 0～18歳 

5 乳児家庭全戸訪問事業 
生後 4か月までの乳児がい

るすべての家庭 
 

6 養育支援訪問事業 
養育支援訪問事業を必要と

する家庭 
 

7 地域子育て支援拠点事業 すべての家庭 0～2歳 

8 

一時預かり事業 

（幼稚園在園児対象の一時預かり） 
専業主婦(夫)家庭 3～5歳 

（保育所等における一時預かり） ひとり親家庭・共働き家庭 0～5歳 

9 病児・病後児保育事業 
ひとり親家庭 

共働き家庭 
0～5歳 

1～6年生 

10 
ファミリー・サポート・センター事業 

（子育て援助活動支援事業） 
すべての家庭 

0～5歳 

1～6年生 

11 妊婦健康診査事業 すべての妊婦  

12 実費徴収に係る補足給付を行う事業 低所得の家庭 3～5歳 
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（３）「量の見込み」の推計方法のステップ ● ● ● ● ● ● ● 

見込み量の推計方法は、全国共通の算出方法が国から示されており、下記のフロー

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住民ニーズに対応できるよう，今回

の制度では，潜在的な家庭類型でニ

ーズ調査回答者の教育・保育のニー

ズを把握することがポイントです。 

〇現在パートタイムで就労している

母親のフルタイムへの転換希望 

〇現在就労していない母親の就労希

望 

将来児童数をかけあわせることで，

2020年度から 2024年度まで各年毎

のニーズ量が算出されます。 

たとえば，病児・病後児保育事業や学

童保育等は保育を必要とする家庭に

限定されています。 

本当に利用したい真のニーズの見極

めが重要です。 

タイプＡからタイプＦの８つの家庭類

型があります。 

【現在の家庭類型の算出】 

ニーズ調査回答者を両親の就労状況でタイプを分類します。 

 

【潜在的な家庭類型の算出】 

現在の家庭類型からさらに，両親の今後１年以内の就労意向を反映させて

タイプを分類します。 

【潜在的な家庭類型別の将来児童数の算出】 

人口推計を算出し，各年の将来児童数と潜在的な家庭類型を掛け合わせま

す。 

【事業やサービス別の対象となる児童数の算出】 

事業やサービス別に定められた家庭類型等に潜在的な家庭類型別の将来児

童数を掛け合わせます。 

【利用意向率の算出】 

事業やサービス別に，利用希望者数を回答者数で割ります。 

【ニーズ量の算出】 

事業やサービス別に，対象となる児童数に利用意向率を掛け合わせます。 
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３ 人口の見込み 

子ども・子育て支援事業計画で定めるサービスの対象となる、０歳から11歳までの

子どもの人口を平成27年から平成31年の３月末の住民基本台帳の人口を基にコーホ

ート変化率法により推計しました。 

０歳から11歳までの子どもの将来推計は、減少していくことが見込まれます。 

 

単位：人 

年齢 令和２年 令和３年度 令和４年 令和５年 令和６年 

０歳 51 49 48 46 44 

１歳 44 51 49 48 47 

２歳 62 51 58 56 55 

３歳 71 58 48 55 53 

４歳 65 75 61 51 58 

５歳 72 63 72 59 49 

６歳 64 79 68 79 64 

７歳 78 62 77 66 77 

８歳 69 78 62 77 66 

９歳 75 71 81 64 80 

10歳 78 74 70 79 63 

11歳 69 77 73 69 78 

 

※コーホート変化率法：同年または同期間の過去における実績人口の動態から「変化率」を求

め、それに基づき将来人口を推計する方法。 
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４ 幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育 

各認定区分に応じた量の見込みを以下のとおり見込み、確保策を定めました。 

 

【 令和２年度 】             

 

令和２年度 

１号認定 

２号認定 ３号認定 

教育を 

希望 
左記以外 １・２歳 ０歳 

児童数（推計） 208 106 51 

量の見込み 6 6 196 50 7 

確保量 

特定教育 
・保育施設 

幼稚園、 
保育所、 
認定こども園 

― 240 50 10 

確認を受け 
ない幼稚園 

上記以外の 
幼稚園 

― ― ― ― 

特定地域型 
保育事業 

小規模保育、 
家庭的保育、 
居宅訪問型保育、 

事業所内保育等 

― ― ― ― 

企業主導型保育事業 ― ― ― ― 

認可外 
保育施設 

認証保育所 
など上記以外 
の施設 

― ― ― ― 

確保量合計（Ｂ） ― 240 50 10 

保育利用率（％）   47.2 19.6 

保育利用率の目標値（％）   47.2 19.6 

過不足（Ｃ）＝（Ｂ）－（Ａ） ― 44 0 3 

 
 

※ 量の見込みの考え方（条件整理）：①０歳児について、母親が産休・育休中の人を除く 

②０歳児について、就労中の母親の希望職場復帰時期が 1 歳以上の割合を

考慮 

③３号認定では、預けたい年齢の希望を反映 

  

 
※ 保育利用率 ＝    

 

 

 

３号子どもに係る保育の提供量合計 

満３歳未満の児童推計数 

 ※ 保育利用率の目標値について、市町村は、令和２年度末までに、量の見込みに対応する保育の量を確保

することとされています。本町では３号認定については、令和２年度からニーズ量に対する提供量を確保

しており、各年度の保育利用率の目標値は、保育利用率と同率にしています。 

単位：人 
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【 令和３年度 】 

 

令和３年度 

１号認定 

２号認定 ３号認定 

教育を 

希望 
左記以外 １・２歳 ０歳 

児童数（推計） 196 102 49 

量の見込み 6 6 184 49 7 

確保量 

特定教育 
・保育施設 

幼稚園、 
保育所、 
認定こども園 

― 240 50 10 

確認を受け 
ない幼稚園 

上記以外の 
幼稚園 

― ― ― ― 

特定地域型 
保育事業 

小規模保育、 
家庭的保育、 
居宅訪問型保育、 

事業所内保育等 

― ― ― ― 

企業主導型保育事業  ― ― ― 

認可外 
保育施設 

認証保育所 
など上記以外 
の施設 

― ― ― ― 

確保量合計（Ｂ） ― 240 50 10 

保育利用率（％）   49.0 20.4 

保育利用率の目標値（％）   49.0 20.4 

過不足（Ｃ）＝（Ｂ）－（Ａ） ― 56 1 3 

  

単位：人 
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【 令和４年度 】 

 

令和４年度 

１号認定 

２号認定 ３号認定 

教育を 

希望 
左記以外 １・２歳 ０歳 

児童数（推計） 181 107 48 

量の見込み 6 6 169 50 7 

確保量 

特定教育 
・保育施設 

幼稚園、 
保育所、 
認定こども園 

― 240 50 10 

確認を受け 
ない幼稚園 

上記以外の 
幼稚園 

― ― ― ― 

特定地域型 
保育事業 

小規模保育、 
家庭的保育、 
居宅訪問型保育、 

事業所内保育等 

― ― ― ― 

企業主導型保育事業   ― ― 

認可外 
保育施設 

認証保育所 
など上記以外 
の施設 

― ― ― ― 

確保量合計（Ｂ） ― 240 50 10 

保育利用率（％）   46.7 20.8 

保育利用率の目標値（％）   46.7 20.8 

過不足（Ｃ）＝（Ｂ）－（Ａ） ― 71 0 3 

  

単位：人 
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【 令和５年度 】 

 

令和５年度 

１号認定 

２号認定 ３号認定 

教育を 

希望 
左記以外 １・２歳 ０歳 

児童数（推計） 165 104 46 

量の見込み 6 6 153 50 7 

確保量 

特定教育 
・保育施設 

幼稚園、 
保育所、 
認定こども園 

― 240 50 10 

確認を受け 
ない幼稚園 

上記以外の 
幼稚園 

― ― ― ― 

特定地域型 
保育事業 

小規模保育、 
家庭的保育、 
居宅訪問型保育、 

事業所内保育等 

― ― ― ― 

企業主導型保育事業 ― ― ― ― 

認可外 
保育施設 

認証保育所 
など上記以外 
の施設 

― ― ― ― 

確保量合計（Ｂ） ― 240 50 10 

保育利用率（％）   48.1 21.7 

保育利用率の目標値（％）   48.1 21.7 

過不足（Ｃ）＝（Ｂ）－（Ａ） ― 87 0 3 

  

単位：人 
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【 令和６年度 】 

 

令和６年度 

１号認定 

２号認定 ３号認定 

教育を 

希望 
左記以外 １・２歳 ０歳 

児童数（推計） 160 102 44 

量の見込み 6 6 148 49 6 

確保量 

特定教育 
・保育施設 

幼稚園、 
保育所、 
認定こども園 

― 240 50 10 

確認を受け 
ない幼稚園 

上記以外の 
幼稚園 

― ― ― ― 

特定地域型 
保育事業 

小規模保育、 
家庭的保育、 
居宅訪問型保育、 

事業所内保育等 

― ― ― ― 

企業主導型保育事業  ― ― ― 

認可外 
保育施設 

認証保育所 
など上記以外 
の施設 

― ― ― ― 

確保量合計（Ｂ） ― 240 50 10 

保育利用率（％）   49.0 22.7 

保育利用率の目標値（％）   49.0 22.7 

過不足（Ｃ）＝（Ｂ）－（Ａ） ― 92 1 4 

  

単位：人 
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【 今後の方向性 】 

教育・保育の見込み量については、令和元年10月にスタートした幼児教育の無償化

を前提とし、ニーズ量を算定しています。 

１号認定は量の見込みに対し、八百津町内の確保量が不足しているという結果とな

っております。２号認定児童、３号認定児童は、既存の利用定員でニーズ量を確保で

きる見込みとなっております。 

０歳～２歳においては、母親の就労状況等で保育ニーズが発生する可能性があるこ

とから、確保にあたっては、３歳児への円滑な連携を確保しつつ、保育士の配置変更

など柔軟な受入体制を整備し確保を図ります。 

３歳以上児においては、今後も町外の幼稚園等への利用のニーズもあることから、

それを踏まえた対応をしていきます。また、利用者のニーズに応じてサービスが選択

できるよう、１号認定児童の確保量を増やすために、認定こども園の移行を推進して

いきます。 
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５ 地域子ども・子育て支援事業 

（１）利用者支援事業 ● ● ● ● ● ● ● 

【 概要 】 

子どもやその保護者の身近な場所で、地域の子ども・子育て支援について、子ども

やその保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行うとともに、関係機

関との連絡調整等を総合的に行う事業です。 

 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

設置個所 ― ― ― ― ― 

 

 

【 量の見込みと確保策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 

 基本型・特定型 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所 

 母子保健型 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 

確保策（Ｂ） 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 

 基本型・特定型 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所 

 母子保健型 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 

 

 

【 今後の方向性 】 

子育て世代包括支援センターにて、利用者支援事業（母子保健型）を実施し、支援

にあたる担当相談職員を配置し、子育て家庭のニーズに応じ、子育て支援ネットワー

クの拠点として体制を充実していきます。 
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（２）時間外保育事業 ● ● ● ● ● ● ● 

【 概要 】 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外において、認定

こども園、保育所等において保育を実施する事業です。 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

利用人数 17人 18人 21人 23人 22人 

 

 

【 量の見込みと確保策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 18人 17人 16人 15人 15人 

確保策（Ｂ） 24人 24人 24人 24人 24人 

 

 

【 今後の方向性 】 

通常時間を超えて保育を希望するニーズに対応し、対応できる体制を整備していき

ます。 
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（３）放課後児童健全育成事業（学童保育所） ● ● ● ● ● ● ● 

【 概要 】 

保護者の就労等により昼間適切な監護を受けることができない小学校に就学してい

る児童に対し、適切な遊び及び生活の場を提供し、その健全な育成を図る事業です。 

 

 

【 現状 】 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

登録児童数 160人 180人 205人 174人 182人 

定員 180人 180人 180人 180人 180人 

 

 

 

【 量の見込みと確保策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 81人 83人 81人 84人 80人 

 １年生 30人 36人 31人 36人 30人 

 ２年生 24人 19人 24人 21人 24人 

 ３年生 7人 8人 7人 8人 7人 

 ４年生 5人 4人 5人 4人 5人 

 ５年生 11人 11人 10人 11人 9人 

 ６年生 4人 5人 4人 4人 5人 

確保策（Ｂ） 180人 180人 180人 180人 180人 

 

 

【 今後の方向性 】 

学童のニーズを踏まえ、必要とする児童が利用できるよう受入体制を確保していま

す。算出されたニーズ量から潜在ニーズがうかがえることから、その確保を図ってい

きます。 
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（４）子育て短期支援事業（ショートステイ事業） ● ● ● ● ● ● ● 

【 概要 】 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育ができないとき、児童養護施設等で

短期間、お子さんをお預かりし、必要な支援を行う事業です。 

 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

年間延べ利用日数 ― ― ― ― ― 

 

 

【 量の見込みと確保策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 0人 0人 0人 0人 0人 

確保策（Ｂ） 1人 1人 1人 1人 1人 

 

 

【 今後の方向性 】 

ショートステイを実施している児童養護施設に委託し、事業を実施していきます。 

養育困難な在宅の子育て家庭の支援を行う制度であり、限られたニーズに対応する

ことになりますが、引き続き確保していくとともに、複数の近隣市町にある施設との

契約を検討していきます。 
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（５）乳児家庭全戸訪問事業 ● ● ● ● ● ● ● 

【 概要 】 

町保健師又は訪問指導員が、生後120日までの乳児のいるすべての家庭を訪問する

事業です。訪問のうえ育児環境を確認し、産婦の育児不安の解消、産後のメンタルヘ

ルス対策、子どもの発育確認、虐待の早期発見・防止を行い、必要に応じて継続支援

につなげます。 

 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

年間延べ訪問件数 72件 174件 147件 72件 71件 

 

 

【 量の見込みと確保策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 51人回 49人回 48人回 46人回 44人回 

確保策（Ｂ） 実施機関：保健センター、実施体制：保健師1人、管理栄養士1人 

 

 

【 今後の方向性 】 

里帰り出産等の何らかの事情を除き、全対象家庭への訪問を実施していきます。 

特に育児不安や十分な養育がなされない等の問題を発見し、継続した支援につなげ

ます。 
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（６）養育支援訪問事業 ● ● ● ● ● ● ● 

【 概要 】 

養育支援訪問事業は、養育支援が特に必要であると認められる家庭を訪問し、保護

者の育児、家事などの支援を行い、養育能力を向上させるための事業です。保護者が

安心して出産、子育てができる環境づくりと、育児不安や産後うつ症状等への予防・

ケアを目的とします。 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

年間延べ派遣世帯数 ― ― ― ― ― 

 

 

 

【 量の見込みと確保策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 2人 2人 2人 2人 2人 

確保策（Ｂ） 実施機関：保健センター、実施体制：保健師1人 

 

 

 

【 今後の方向性 】 

出産後間もない時期の養育者、疾病等の理由で一時的に家庭での養育が困難となっ

た保護者、あるいは養育困難な家庭、ネグレクトのおそれのある家庭等に対し、養育

者の育児不安を軽減し、児童虐待の未然防止に繋げるなど、専門機関と連携を図りな

がら支援を行います。 
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（７）地域子育て支援拠点事業 ● ● ● ● ● ● ● 

【 概要 】 

妊娠期の方、乳幼児とその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについ

ての相談を受けたり、情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

年間延べ利用日数 11,000人日 8,323人日 7,410人日 6,301人日 5,303人日 

 

 

【 量の見込みと確保策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 5,647人日 5,432人日 5,576人日 5,396人日 5,252人日 

確保策（Ｂ） 
実施機関：子育て支援センター 

実施体制：常勤保育士1人、非常勤保育士3人 

 

 

【 今後の方向性 】 

今後も子育て家庭のニーズが見込まれることから、子育て支援センターや子育てサ

ロンの充実を図ります。 
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（８）一時預かり事業 ● ● ● ● ● ● ● 

【 概要 】 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として

昼間に、認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所において、

一時的に預かり、必要な保護を行う事業です。 

 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

年間実施日数 240日 240日 240日 240日 240日 

 

幼稚園における 
在園児を対象 

とした一時預かり 

0 0 0 0 0 

 
保育園等による 
一時預かり事業 

240日 240日 240日 240日 240日 

 

 

【 量の見込みと確保策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 414人 414人 414人 414人 414人 

 

幼稚園における 
在園児を対象 

とした一時預かり 

0 0 0 0 0 

 
保育園等による 
一時預かり事業 

414人 414人 414人 414人 414人 

確保策（Ｂ） 480人 480人 480人 480人 480人 

 

幼稚園における 
在園児を対象 

とした一時預かり 

0 0 0 0 0 

 
保育園等による 
一時預かり事業 

480人 480人 480人 480人 480人 

 

 

【 今後の方向性 】 

幼稚園における在園児を対象とした一時預かりは、現在、本町には幼稚園がないた

め未実施の事業です。 

保育園における一時預かり事業は、現行の保育施設等で確保していきます。  
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（９）病児保育事業（病児・病後児保育事業） ● ● ● ● ● ● ● 

【 概要 】 

病児及び病後児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、

看護師等が一時的に保育する事業です。 

 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

年間延べ利用日数 ― ― ― ― ― 

 

 

【 量の見込みと確保策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 29人 49人 52人 49人 47人 

確保策（Ｂ） 720人 720人 720人 720人 720人 

 

 

【 今後の方向性 】 

八百津町内の実施可能施設との提携による確保及び、保護者の勤務地に合わせてニ

ーズに対応できるよう、引き続き近隣市町の医療機関と連携しサービスを提供してい

きます。 
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（10）ファミリー・サポート・センター事業 ● ● ● ● ● ● ● 

【 概要 】 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等

の援助を受けることを希望する者（利用会員）と当該援助を行うことを希望する者（援

助会員）との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業です。 

 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

年間登録児童数 ― ― ― ― ― 

 

 

【 量の見込みと確保策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 0人日 0人日 0人日 0人日 0人日 

確保策（Ｂ） 0人日 10人日 15人日 20人日 25人日 

 

 

【 今後の方向性 】 

美濃加茂定住自立圏事業にて実施している広域ファミリー・サポート・センター事

業に参画することで、緊急時等への対応ができるように進めます。 
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（11）妊婦健康診査事業 ● ● ● ● ● ● ● 

【 概要 】 

医療機関において妊婦の健康診査を行うことで、健康管理を促し、妊婦及び乳児の

死亡率の低下、流産・死産の防止を図る事業です。 

妊娠の届け出の際に母子健康手帳交付と併せて14回分の妊婦健康診査受診票を交

付します。また、出産予定日現在35歳以上となる妊婦を対象に、超音波検査１回分の

受診票を交付します。 

 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

受診対象者数 71人 82人 95人 71人 71人 

検診回数（延べ） 813回 634回 729回 562回 538回 

 

 

【 量の見込みと確保策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 714回 686回 672回 644回 616回 

確保策（Ｂ） 
実施場所：医療機関、健診期間：妊娠期間 

検査項目:国が定める基本的な妊婦健康審査項目 

 

 

【 今後の方向性 】 

妊婦の個別健康診査の費用として、引き続き14回分の公費負担を実施します。 
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 ● ● ● ● ● ● ● 

【 概要 】 

保護者の所得状況等を勘案して、保護者が幼稚園等へ支払う副食材料等の実費徴収

費用について補助する事業です。 

令和元年 10 月１日から開始された幼児教育・保育の無償化に伴い、保護者の負担

軽減のため、副食材料費の実費徴収費用についての補助事業を行います。 

 

【 今後の方向性 】 

引き続き、国等の動向を勘案しながら、実費徴収に係る補足給付事業を実施してい

きます。 

 

 

（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 ● ● ● ● 

【 概要 】 

保育所等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の能力

を活用した保育所等の設置又は運営を促進するための事業です。 

 

【 今後の方向性 】 

国の動向等を踏まえ、民間事業者の参入促進、多様な事業者の能力活用の観点から

効果的と考えられる事業の実施を検討していきます。 

  

６ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保 

幼児教育の負担軽減を図る少子化対策や生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教

育の重要性に鑑み、国の施策として幼児教育・保育の無償化を実施するため、子ども・

子育て支援法が改正されました。 

この改正により、従来から子ども・子育て支援新制度における「子どものための教

育・保育給付」により給付対象とされていた幼稚園、保育所等の保育料が無償化され

るほか、これまで法に位置付けされていなかった新制度に移行していない幼稚園や認

可外保育施設、幼稚園預かり保育等を利用した際の利用料に対する給付制度が「子育

てのための施設等利用給付」として創設されることとなりました。 

そのため、この新たな給付についての認定の手続に必要な様式等を規則で定めるも

のとします。  
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第６章 計画の推進 
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１ 施策の実施状況の点検 

計画の適切な進行管理を進めるために、庁内関係各課を中心に具体的施策の進行状

況について把握するとともに、「八百津町子ども・子育て会議」にて、施策の実施状況

について点検、評価し、この結果を公表するとともに、これに基づいて対策を実施す

るものとします。 

なお、第５章の「教育・保育の量の見込みと確保方

策」については、年度ごとに量の見込みと確保方策を

示していることから、実施状況について年度ごとに進

捗状況を管理し、利用者の動向等を鑑み、翌年度の事

業展開に活かしていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

  

業務の実施が計画に 

沿っているかどうかを 

確認する 

従来の実績や将来の予測 

などを基にして業務計画 

を作成する 

実施が計画に沿って 

いない部分を調べて 

改善する 

計画に沿って業務を行う 

策定 

Action 
改善 

Plan 

Do Check 
実施 評価 
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２ 町民や地域との連携 

行政と町民や地域との連携により地域社会が一体となって子ども・子育て支援を行

うことが大切であり、町民自身が町民を支えるため、地域で活動している民生委員・

児童委員、子ども会等の団体，町民のボランティア活動等の充実に向けて支援し，町

民等との協働による計画推進を図ります。 

 

 

３ 庁内各部署の連携 

本計画は、担当の健康福祉課だけではなく、健康、教育、まちづくり、防犯など広

範囲にわたっています。そのため、各部署間の連携を深め，計画の効率的かつ効果的

な推進を図ります。 

 

 

４ 国・県等との連携 

計画に掲げる取り組みについては、町が単独で実施できるものの他、制度や法律に

基づく事業もあるため、国や県、近隣市町と連携し、必要に応じて協力要請を行い、

計画を推進していきます。 

具体的には、①子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する施策と

の連携、②労働者の職業生活と家庭生活の両立のための雇用環境の整備に関する施策

との連携において、児童虐待防止・社会的養護体制・ひとり親家庭の自立支援等、専

門的かつ広域的な観点から、県と連携し推進していきます。 
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１ 八百津町子ども・子育て会議条例 

平成 25年 10月１日 

条例第 19号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号。以下「法」という。）第 77条

第１項の規定に基づき、八百津町子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」とい

う。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 子ども・子育て会議は、法第 77条第１項各号に掲げる事務を処理するものとす

る。 

（組織） 

第３条 子ども・子育て会議は、委員 15人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから

町長が委嘱する。 

(1) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(2) 事業主を代表する者 

(3) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

(4) 子どもの保護者 

(5) 関係行政機関の職員 

(6) 公募による者 

(7) その他町長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 子ども・子育て会議に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第６条 子ども・子育て会議の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 子ども・子育て会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 
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３ 子ども・子育て会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

４ 子ども・子育て会議は、特に必要があると認めるときは、委員以外の関係者を会議に出

席させ、説明又は意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第７条 子ども・子育て会議の庶務は、健康福祉課において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項は、町

長が別に定める。 

  附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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２ 八百津町子ども・子育て会議委員名簿 

※順不同                         平成３１年４月１日～ 

氏 名 団体名等 役 職 備 考 

吉田 万里 和知保育園 園長  

洞地 里美 久田見保育園 園長  

奥村 佳代子 錦津保育園 園長 会長  

淺田 三奈 八百津保育園 主任保育士  

池田 麻美 
八百津町放課後児童クラブ 

総括主任支援員 
令和元年10

月まで 

寺田 進 総括主任支援員 
令和元年11

月から 

伊花 ひとみ 可茂特別支援学校 地域支援センター長  

後藤 雅之 

保護者代表 

H31錦津保育園保護者会

長（町連合会長） 
 

吉田 貴幸 
H31錦津小PTA会長(町小

中学校PTA連合会長) 
 

古田 保子 

民生児童委員協議会 

主任児童委員・元保育園長  

山田 晶子 主任児童委員 
令和元年11

月まで 

柘植 文子 主任児童委員・元保育園長 
令和元年12

月から 

納土 良雄 
八百津町教育委員会 

教育推進スーパーバイザ

ー 
 

赤塚 誠 教育課課長補佐 副会長 

【事務局】 

藤本 清久 

健康福祉課 

課長  

佐藤 充之 課長補佐  

大坪 淳 子育支援係長  

後藤 雅之 子育支援係  

水野 佳奈 健康増進係長  
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３ 子ども・子育て会議の開催経過 

 

開催日時 検討内容 

平成 31年２月８日 

～２月 22日 

「子ども・子育て支援事業に係る基礎調査」を実施 

就学前児童（０歳～５歳）の保護者アンケート 

配布数 300 通 有効回答数 143 通 有効回答

率 47.7％ 

小学生の保護者（６歳～11歳）の保護者アンケート 

配布数 341 通 有効回答数 143 通 有効回答

率 41.9％ 

令和元年７月 31日 

第１回八百津町子ども・子育て支援事業計画策定委

員会 

（１）会長、副会長選出 

（２）アンケート調査結果報告 

（３）第２期八百津町子ども・子育て支援事業計画

骨子案 

令和元年 11月 23日 

第 2回八百津町子ども・子育て支援事業計画策定委

員会 

（１）第２期八百津町子ども子育て支援事業計画

（案） 

令和 2年 1 月 17日 

～2月 16日 

第 2期八百津町子ども・子育て支援事業計画策定に

係る意見募集（パブリックコメント）実施 
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４ 用語解説 

【あ行】 

育児休業制度 

出産後の一定期間、育児をするため労働者が休業できる制度。 

 

【か行】 

確保方策 

市町村子ども・子育て支援事業計画は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の

見込みについて、潜在ニーズを含めて量の見込みを把握し、それに対応する「確保方策」を

定めることとなっている。 

 

家庭的保育 

児童福祉法に基づいて区市町村が行う保育事業。日中、家庭で子を保育できない保護者に代

わって、自治体の認定を受けた保育者が居宅等で保育を行う。 

 

企業主導型保育事業 

平成28年度に内閣府が開始した企業向けの助成制度。企業が従業員の働き方に応じた柔軟

な保育サービスを提供するために設置する保育施設や、地域の企業が共同で設置・利用する

保育施設に対し、施設の整備費及び運営費の助成を行う。 

 

協働 

市民をはじめ自治会・町会、団体・ＮＰＯ、事業者及び市が共通の目的を持って、相互に自

主性を考慮しつつ、それぞれが持つ知識、技術などの資源を提供し合い、協力して取り組む

こと。 

 

居宅訪問型保育 

保育を必要とする乳幼児の居宅において行う家庭的保育者による保育のこと。 

 

子育て安心プラン 

国における子育て支援策として、待機児童解消に必要な受け皿約22万人分の予算を平成

30年度から平成31年度末までの２年間で確保していくとともに、平成30年度から令和４

年度末までの５年間で女性就業率80％に対応できる約32万人分の受け皿を整備していく

こととした対策。 

 

子育て世代包括支援センター 

主に妊産婦及び乳幼児の実情を把握し、妊娠・出産・子育てに関する各種の相談に応じ、必

要に応じて支援プランの策定や、地域の保健医療又は福祉に関する機関との連絡調整を行

い、母子保健施策と子育て支援施策との一体的な提供を通じて、妊産婦及び乳幼児の健康の

保持及び増進に関する包括的な支援を行うことにより、地域の特性に応じた妊娠期から子

育て期にわたる切れ目のない支援を提供する体制を構築することを目的とすること。 

  



 
98 

子ども家庭総合支援拠点 

すべての子ども（と家庭及び妊産婦）等の課題に対し、子ども支援の専門性・人的資源を組

織・ネットワーク化し、相談・ソーシャルワーク（生活しやすい社会や仕組みを構築する）

対応ができる拠点のこと。 

平成28年５月に成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律」において、市町村におい

て、子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情の把握、子ども等に関する相談全般から

通所・在宅支援を中心としたより専門的な相談対応や必要な調査、訪問等による継続的なソ

ーシャルワーク（生活しやすい社会や仕組みを構築する）業務までを行う機能を担う拠点の

整備に努めなければならないと規定された。 

 

子ども・子育て関連３法 

「子ども・子育て支援法」、「認定こども園法の一部改正」、「子ども・子育て支援法及び認定

こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の３つの法律。 

 

子ども・子育て支援新制度 

就学前の子どもを対象とした幼稚園・保育所等や、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上

を進めるための制度。 

 

子ども・子育て支援事業計画 

５年間の計画期間における幼児期の学校教育・保育や、地域の子育て支援等についての需給

計画。 

 

子ども・子育て支援法 

保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、幼児期の学校

教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進するための法律。 

 

【さ行】 

次世代育成支援対策推進法 

将来、社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される社会の形成を目的として、平

成15年に制定された法律。 

 

食育 

さまざまな経験を通じ、「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活

が実践できる知識を身に付けること。 

 

新・放課後子ども総合プラン 

放課後児童クラブの待機児童の早期解消、放課後児童クラブと放課後子供教室の一体的な

実施の推進等により、すべての児童の安全・安心な居場所の確保を図ること等を目標とし、

放課後児童対策の取り組みをさらに推進する対策。 
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【た行】 

待機児童 

認可保育所等に入園申込みをしたが、入所できていない児童を「入所待ち児童」と言い、そ

の人数から、国の定義に基づき、私的な理由で特定の保育所等のみを希望している方等を除

いた数が「待機児童」となっている。 

 

特定教育・保育施設 

市町村長が施設型給付費の支給対象施設として確認する「教育・保育施設」を言う。認定こ

ども園、幼稚園、保育所が該当する。 

 

【な行】 

認定こども園 

幼稚園と保育園の機能をあわせ持つ施設で、おおむね０歳から就学前の児童に保育園の時

間帯（おおむね７時から18時）で保育・幼児教育を行う施設。 

 

【は行】 

病児・病後児保育 

地域の児童を対象に当該児童が発熱等の急な病気となった場合、病院・保育所等に付設され

た専用スペースにおいて看護師等が保育する事業、及び保育中に体調不良となった児童を

保育所の医務室等において 看護師等が緊急的な対応等を行う事業。 

 

ファミリー・サポート・センター 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会員として、児童の預かり

の援助を受けることを希望 する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動

に関する連絡、調整を行う事業。 

 

放課後児童クラブ 

児童福祉法第６条の３第２項の規定に基づき、保護者が労働等により昼間家庭にいない小

学校の子どもたち（放課後児童）に対し、授業の終了後に児童館等を利用して適切な遊び及

び生活の場を提供して、その健全な育成を図るもの。 

 

放課後等デイサービス 

児童福祉法第６条の２の２第４項の規定に基づき、学校（幼稚園及び大学を除く。以下同

じ。）に就学している障害児に、授業の終了後又は休業日に、生活能力の向上のために必要

な訓練、社会との交流の促進その他の便宜を供与することとされている。放課後等デイサー

ビスは、支援を必要とする障害のある子どもに対して、学校や家庭とは異なる時間、空間、

人、体験等を通じて、個々の子どもの状況に応じた発達支援を行うことにより、子どもの最

善の利益の保障と健全な育成を図るものである。 

 

【ま行】 

未移行幼稚園 

「子ども・子育て支援新制度」に移行していない幼稚園であり、現行のまま私学助成を受け

る幼稚園。 
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【や行】 

幼稚園 

満３歳から小学校入学までの幼児の教育を行う教育機関。学校教育法22条によれば「義務

教育及びその後の教育の基礎を培うものとして、幼児を保育し、幼児の健やかな成長のため

に適当な環境を与えて、その心身の発達を助長することを目的とする」。 

 

幼稚園の預かり保育 

保護者の要請等により、幼稚園において通常の教育時間終了後に希望者を対象として行う

教育活動のこと。 

 

要保護児童対策地域協議会 

要保護児童（虐待を受けた児童等）の適切な保護を図るため、関係機関等により構成される

組織で、要保護児童及びその保護者に関する情報の交換や支援内容の協議を行う。 

 

【ら行】 

量の見込み 

市町村子ども・子育て支援事業計画は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の現在

の利用状況を把握するとともに、保護者に対する調査等を行い、これらを踏まえて教育・保

育及び地域子ども・子育て支援事業の量の「見込み」を推計することとなっている。 

 

【数字／英字】 

１号認定 

満３歳以上の小学校就学前の子どもであって、2号認定子ども以外のもの。 

 

２号認定 

満３歳以上の小学校就学前の子どもであって、保護者の労働又は疾病その他の内閣府令で

定める事由により家庭において必要な保育を受けることが困難であるもの。 

 

３号認定 

満３歳未満の小学校就学前の子どもであって、保護者の労働又は疾病その他の内閣府令で

定める事由により家庭において必要な保育を受けることが困難であるもの。 
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